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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材フィルム、封止層及び接着性層をこの順に備える封止フィルムであって、
　前記封止フィルムが、１０００ＭＰａ以上の引張り弾性率を有し、
　前記接着性層が、エラストマー樹脂で形成され、
　Ｔｇ＋１０℃以上Ｔｇ＋１５０℃以下の封止温度（Ｔｇは、前記接着性層を形成する前
記エラストマー樹脂の最も高温のガラス転移温度を表す。）で封止したときの、封止後に
おける前記封止フィルムの前記基材フィルムよりも前記封止層側に設けられた層部分のレ
ターデーションが、２０ｎｍ以下である、封止フィルム。
【請求項２】
　前記接着性層が、水添ブロック共重合体エラストマーを含む、請求項１記載の封止フィ
ルム。
【請求項３】
　前記水添ブロック共重合体エラストマーが、ブロック共重合体の全不飽和結合の９０％
以上を水素化した水素化物であって、
　前記ブロック共重合体は、芳香族ビニル化合物単位を主成分とする、共重合体１分子あ
たり２個以上の重合体ブロック［Ａ］と、鎖状共役ジエン化合物単位を主成分とする、共
重合体１分子あたり１個以上の重合体ブロック［Ｂ］とを有し、
　前記ブロック共重合体全体に占める、全重合体ブロック［Ａ］の重量分率ｗＡと全重合
体ブロック［Ｂ］の重量分率ｗＢとの比（ｗＡ／ｗＢ）が２０／８０～６０／４０である
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、請求項２記載の封止フィルム。
【請求項４】
　前記基材フィルムが、脂環式オレフィン樹脂からなる、請求項１～３のいずれか一項に
記載の封止フィルム。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の封止フィルムを備える、有機エレクトロルミネッ
センス表示装置。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の封止フィルムを備える、有機半導体デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、封止フィルム、並びに、その封止フィルムを備えた有機エレクトロルミネッ
センス表示装置及び有機半導体デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス素子（以下、適宜「有機ＥＬ素子」ということがある。
）、及び有機半導体素子等の素子を備える有機エレクトロニクスデバイスには、封止用の
部材が設けられることがある。かかる封止用の部材を、デバイスの内部の有機材料を封止
するような態様で設けることにより、有機材料が水蒸気及び酸素により劣化することを防
ぐことができ、ひいてはデバイスの性能の低下を防ぐことができる。このような部材とし
ては、無機層を備える封止フィルムが提案されている（特許文献１参照）。
【０００３】
　また、前記のような有機エレクトロニクスデバイスのうち、表示装置においては、画面
への外光の映り込みを防止するため、反射防止フィルムが設けられることがある。このよ
うな反射防止フィルムとしては、直線偏光板及び１／４波長板を組み合わせた円偏光板を
備えるものが知られている（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－１９０１８６号公報
【特許文献２】特開２０１２－０３２４１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　封止フィルムをデバイスに設ける際の操作を容易にするため、本発明者は、封止フィル
ムに接着性層を設けることを試みた。ところが、このような接着性層を備える封止フィル
ムは、円偏光板を備えた反射防止フィルムと組み合わせると、反射防止性能の低下を招く
ことがあることが判明した。
【０００６】
　また、近年、デバイスの薄型化の要求が高まっている。この要求の高まりに伴って、封
止フィルムの厚みを薄くすることが求められている。ところが、封止フィルムの厚みを薄
くすると、封止フィルムの機械的強度が低下し、その封止フィルムのコシが無くなる可能
性がある。このようにコシの無いフィルムはハンドリング性が低いので、適切な封止が難
しいことがある。
【０００７】
　本発明は前記の課題に鑑みて創案されたもので、円偏光板を備えた反射防止フィルムと
組み合わせた場合に反射防止性能の低下を招き難く、ハンドリング性に優れ、良好な封止
が可能な封止フィルム、並びに、その封止フィルムを備える有機エレクトロルミネッセン
ス表示装置及び有機半導体デバイスを提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は前記の課題を解決するべく鋭意検討した。その結果、本発明者は、基材フィ
ルム、封止層及び接着性層をこの順に備える封止フィルムであって、封止フィルムの引張
り弾性率を所定範囲に収め、且つ、封止フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けら
れた層部分の封止後におけるレターデーションを所定の範囲に収めたものを見い出した。
そして、本発明者は、この封止フィルムによれば、円偏光板を備えた反射防止フィルムと
組み合わせた場合に反射防止性能の低下を招き難く、ハンドリング性に優れ、良好な封止
が可能であるとの知見を得て、本発明を完成させた。
　すなわち、本発明は以下の通りである。
【０００９】
　〔１〕　基材フィルム、封止層及び接着性層をこの順に備える封止フィルムであって、
　前記封止フィルムが、１０００ＭＰａ以上の引張り弾性率を有し、
　封止後における前記封止フィルムの前記基材フィルムよりも前記封止層側に設けられた
層部分のレターデーションが、２０ｎｍ以下である、封止フィルム。
　〔２〕　前記接着性層が、水添ブロック共重合体エラストマーを含む、〔１〕記載の封
止フィルム。
　〔３〕　前記水添ブロック共重合体エラストマーが、ブロック共重合体の全不飽和結合
の９０％以上を水素化した水素化物であって、
　前記ブロック共重合体は、芳香族ビニル化合物単位を主成分とする、共重合体１分子あ
たり２個以上の重合体ブロック［Ａ］と、鎖状共役ジエン化合物単位を主成分とする、共
重合体１分子あたり１個以上の重合体ブロック［Ｂ］とを有し、
　前記ブロック共重合体全体に占める、全重合体ブロック［Ａ］の重量分率ｗＡと全重合
体ブロック［Ｂ］の重量分率ｗＢとの比（ｗＡ／ｗＢ）が２０／８０～６０／４０である
、〔２〕記載の封止フィルム。
　〔４〕　前記基材フィルムが、脂環式オレフィン樹脂からなる、〔１〕～〔３〕のいず
れか一項に記載の封止フィルム。
　〔５〕　〔１〕～〔４〕のいずれか一項に記載の封止フィルムを備える、有機エレクト
ロルミネッセンス表示装置。
　〔６〕　〔１〕～〔４〕のいずれか一項に記載の封止フィルムを備える、有機半導体デ
バイス。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、円偏光板を備えた反射防止フィルムと組み合わせた場合に反射防止性
能の低下を招き難く、ハンドリング性に優れ、良好な封止が可能な封止フィルム、並びに
、その封止フィルムを備える有機エレクトロルミネッセンス表示装置及び有機半導体デバ
イスを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本発明の封止フィルムの一例を模式的に示す断面図である。
【図２】図２は、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置を模式的に示す縦断面図
である。
【図３】図３は、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置に含まれる組立体を模式
的に示す斜視図である。
【図４】図４は、本発明の第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置を模式的に示す縦断面図
である。
【図５】図５は、本発明の第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置を模式的に示す縦断面図
である。
【図６】図６は、本発明の第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置を模式的に示す縦断面図
である。
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【図７】図７は、本発明の第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置を模式的に示す縦断面図
である。
【図８】図８は、本発明の第六実施形態に係る有機半導体デバイスを模式的に示す縦断面
図である。
【図９】図９は、本発明の実施例及び比較例において作製した構造体を模式的に示す縦断
面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、実施形態及び例示物を示して本発明について詳細に説明する。ただし、本発明は
以下に示す実施形態及び例示物等に限定されるものではなく、本発明の請求の範囲及びそ
の均等の範囲を逸脱しない範囲において任意に変更して実施しうる。
【００１３】
　以下の説明において、フィルムが「長尺」とは、幅に対して、５倍以上の長さを有する
ものをいい、好ましくは１０倍若しくはそれ以上の長さを有し、具体的にはロール状に巻
き取られて保管又は運搬される程度の長さを有するものをいう。幅に対する長さの倍率の
上限は、特に限定されないが、通常５０００倍以下としうる。
【００１４】
　以下の説明において、「偏光板」及び「１／４波長板」とは、別に断らない限り、剛直
な部材だけでなく、例えば樹脂製のフィルムのように可撓性を有する部材も含む。
【００１５】
　以下の説明において、レターデーションとは、別に断らない限り、面内レターデーショ
ンのことを示す。ある膜の面内レターデーションは、（ｎｘ－ｎｙ）×ｄで表される値で
ある。ここで、ｎｘは、その膜の厚み方向に垂直な方向（面内方向）であって、最大の屈
折率を与える方向の屈折率を表す。また、ｎｙは、その膜の前記面内方向であって、ｎｘ
の方向に直交する方向の屈折率を表す。さらに、ｄは、その膜の厚みを表す。このレター
デーションは、市販の位相差測定装置（例えば、フォトニックラティス社製「ＷＰＡ－ｍ
ｉｃｒｏ」）あるいはセナルモン法を用いて測定しうる。面内レターデーションの測定波
長は、別に断らない限り、５５０ｎｍである。
【００１６】
［１．封止フィルムの概要］
　図１は、本発明の封止フィルムの一例を模式的に示す断面図である。
　図１に示すように、封止フィルム１００は、基材フィルム１１０、封止層１２０及び接
着性層１３０をこの順に備える。この封止フィルム１００は、通常、有機ＥＬ素子及び有
機半導体素子等の素子を備える有機エレクトロニクスデバイスにおいて、前記の素子を封
止するために用いられる。この封止フィルム１００を用いれば、デバイスが備える素子を
良好に封止することができるので、素子に含まれる有機材料の水及び酸素による劣化を効
果的に防止できる。
【００１７】
［２．基材フィルム］
　基材フィルムとしては、通常、樹脂フィルムを用いる。中でも、封止フィルムを表示装
置及び光源装置において光を透過することが求められる部分に用いうる有用なものとする
という観点から、透明な樹脂を用いることが好ましい。ここで、ある樹脂が透明であると
は、その樹脂によって形成された基材フィルムが光学用途に用いうる程度に高い光線透過
率を有することをいう。具体的には、樹脂を厚み１ｍｍの試験片として全光線透過率を測
定した場合に、通常７０％以上、好ましくは８０％以上、より好ましくは９０％以上の全
光線透過率を有する樹脂が望ましい。
【００１８】
　また、基材フィルムを形成する樹脂は、例えば、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、紫外線
硬化性樹脂、及び電子線硬化性樹脂のいずれも用いうる。中でも、加工が容易であるので
、熱可塑性樹脂が好ましい。熱可塑性樹脂の例としては、ポリエステル樹脂、ポリアクリ
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レート樹脂、及びオレフィン樹脂などが挙げられる。
【００１９】
　なかでも、基材フィルムとしては、脂環式オレフィン樹脂からなるフィルムを用いるこ
とが好ましい。脂環式オレフィン樹脂とは、脂環式オレフィン重合体と、必要に応じてそ
の他の任意の成分とを含有する樹脂である。脂環式オレフィン樹脂は吸湿性が低く、機械
的強度に優れる。また、脂環式オレフェン樹脂は、封止層を形成する際の蒸着及びスパッ
タリング等の工程におけるアウトガスの放出量が少ない。そのため、基材フィルムとして
脂環式オレフィン樹脂からなるフィルムを用いることにより、バリア性能の高い封止フィ
ルムを得ることができる。特に、脂環式オレフィン樹脂を溶融押し出しして製造した基材
フィルムは、表面の平滑性が良好で、封止層のクラックの原因となりうる表面の突起が小
さいので、高いバリア性能を発揮する封止層を得るために封止層の厚みを厚くする必要が
なく、生産性および可撓性に優れている。
【００２０】
　脂環式オレフィン重合体は、主鎖及び／又は側鎖に脂環構造を有する非晶性の熱可塑性
重合体である。脂環式オレフィン重合体は、通常、脂環式オレフィンの重合により得られ
る構造を有する。脂環式オレフィン重合体中の脂環構造は、飽和脂環炭化水素（シクロア
ルカン）構造であってもよく、不飽和脂環炭化水素（シクロアルケン）構造であってもよ
い。機械強度、耐熱性などの観点から、シクロアルカン構造が好ましい。１つの脂環構造
を構成する炭素原子数は、通常４個以上、好ましくは５個以上であり、通常３０個以下、
好ましくは２０個以下、より好ましくは１５個以下である。１つの脂環構造を構成する炭
素原子数が前記の範囲にあるときに、機械強度、耐熱性、及びフィルムの成形性の特性が
高度にバランスされ、好適である。
【００２１】
　脂環式オレフィン重合体全体における、脂環構造を有する構造単位の割合は、好ましく
は５５重量％以上、さらに好ましくは７０重量％以上、特に好ましくは９０重量％以上で
ある。脂環式オレフィン重合体中の脂環式構造を有する構造単位の割合がこの範囲にある
と、透明性および耐熱性の観点から好ましい。
【００２２】
　脂環式オレフィン重合体としては、例えば、ノルボルネン重合体、単環の環状オレフィ
ン重合体、環状共役ジエン重合体、ビニル脂環式炭化水素重合体、及び、これらの水素化
物等が挙げられる。これらの中で、ノルボルネン重合体は、透明性と成形性が良好なため
、好適に用いることができる。
【００２３】
　ノルボルネン重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体、若
しくはノルボルネン構造を有する単量体と任意の単量体との開環共重合体、又はそれらの
水素化物；ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体、若しくはノルボルネン構造を
有する単量体と任意の単量体との付加共重合体、又はそれらの水素化物；などを挙げるこ
とができる。これらの中で、ノルボルネン構造を有する単量体の開環（共）重合体水素化
物は、成形性、耐熱性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観点から、特に好適である
。ここで「（共）重合体」とは、重合体及び共重合体のことをいう。
【００２４】
　ノルボルネン構造を有する単量体としては、例えば、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－
２－エン（慣用名：ノルボルネン）、トリシクロ［４．３．０．１２，５］デカ－３，７
－ジエン（慣用名：ジシクロペンタジエン）、７，８－ベンゾトリシクロ［４．３．０．
１２，５］デカ－３－エン（慣用名：メタノテトラヒドロフルオレン）、テトラシクロ［
４．４．０．１２，５．１７，１０］ドデカ－３－エン（慣用名：テトラシクロドデセン
）、およびこれらの化合物の誘導体（例えば、環に置換基を有するもの）などを挙げるこ
とができる。ここで、置換基としては、例えばアルキル基、アルキレン基、極性基などを
挙げることができる。また、これらの置換基は、同一または相異なって、複数個が環に結
合していてもよい。また、ノルボルネン構造を有する単量体は、１種類を単独で用いても
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よく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　極性基の種類としては、例えば、ヘテロ原子、またはヘテロ原子を有する原子団などが
挙げられる。ヘテロ原子としては、例えば、酸素原子、窒素原子、硫黄原子、ケイ素原子
、ハロゲン原子などが挙げられる。極性基の具体例としては、カルボキシル基、カルボニ
ルオキシカルボニル基、エポキシ基、ヒドロキシル基、オキシ基、エステル基、シラノー
ル基、シリル基、アミノ基、ニトリル基、スルホン酸基などが挙げられる。
【００２６】
　ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な任意の単量体としては、例えば、
シクロヘキセン、シクロヘプテン、シクロオクテンなどのモノ環状オレフィン類およびそ
の誘導体；シクロヘキサジエン、シクロヘプタジエンなどの環状共役ジエンおよびその誘
導体；などが挙げられる。ノルボルネン構造を有する単量体と開環共重合可能な任意の単
量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いても
よい。
【００２７】
　ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体、およびノルボルネン構造を有する単量
体と共重合可能な任意の単量体との開環共重合体は、例えば、単量体を公知の開環重合触
媒の存在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００２８】
　ノルボルネン構造を有する単量体と付加共重合可能な任意の単量体としては、例えば、
エチレン、プロピレン、１－ブテンなどの炭素原子数２～２０のα－オレフィンおよびこ
れらの誘導体；シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキセンなどのシクロオレフィン
およびこれらの誘導体；１，４－ヘキサジエン、４－メチル－１，４－ヘキサジエン、５
－メチル－１，４－ヘキサジエンなどの非共役ジエン；などが挙げられる。これらの中で
も、α－オレフィンが好ましく、エチレンがより好ましい。また、ノルボルネン構造を有
する単量体と付加共重合可能な任意の単量体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以
上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００２９】
　ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体、およびノルボルネン構造を有する単量
体と共重合可能な任意の単量体との付加共重合体は、例えば、単量体を公知の付加重合触
媒の存在下に重合又は共重合することにより製造しうる。
【００３０】
　ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体、ノルボルネン構造を有する単量体とこ
れと開環共重合可能な任意の単量体との開環共重合体、ノルボルネン構造を有する単量体
の付加重合体、及び、ノルボルネン構造を有する単量体とこれと共重合可能な任意の単量
体との付加共重合体等の重合体の水素化物は、任意の製造方法で製造しうる。例えば、前
記の重合体の水素化物は、これらの重合体の溶液において、ニッケル、パラジウム等の遷
移金属を含む公知の水素化触媒の存在下で、炭素－炭素不飽和結合を好ましくは９０％以
上水素化することによって製造しうる。
【００３１】
　脂環式オレフィン樹脂に含まれる脂環式オレフィン重合体の分子量は、使用目的に応じ
て適宜選定される。脂環式オレフィン重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、通常１０，０
００以上、好ましくは１５，０００以上、より好ましくは２０，０００以上であり、通常
１００，０００以下、好ましくは８０，０００以下、より好ましくは５０，０００以下で
ある。重量平均分子量がこのような範囲にあることにより、得られる基材フィルムの機械
的強度及び成型加工性などが高度にバランスされるため好ましい。前記の脂環式オレフィ
ン重合体の重量平均分子量は、溶媒としてシクロヘキサンを用いたゲル・パーミエーショ
ン・クロマトグラフィーでポリイソプレン換算の値として測定しうる。但し、重合体がシ
クロヘキサンに溶解しない場合には、溶媒としてトルエンを用いてもよい。さらに、溶媒
がトルエンのときは、重量平均分子量は、ポリスチレン換算の値として測定しうる。
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【００３２】
　脂環式オレフィン樹脂における脂環式オレフィン重合体の割合は、好ましくは６７重量
％～１００重量％、より好ましくは７７重量％～１００重量％である。
【００３３】
　前記の脂環式オレフィン重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の
比率で組み合わせて用いてもよい。
【００３４】
　脂環式オレフィン樹脂が含有しうる任意の成分としては、例えば、酸化防止剤、熱安定
剤、光安定剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、分散剤、塩素捕捉剤、難燃剤、結晶化核剤、
強化剤、ブロッキング防止剤、防曇剤、離型剤、顔料、有機又は無機の充填剤、中和剤、
滑剤、分解剤、金属不活性化剤、汚染防止剤、抗菌剤、任意の重合体、熱可塑性エラスト
マーなどの添加剤を挙げることができる。また、これらは、１種類を単独で用いてもよく
、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
　これらの添加剤の量は、本発明の効果を損なわない範囲としうる。例えば、前記の添加
剤の量は、脂環式オレフィン樹脂に含まれる脂環式オレフィン重合体１００重量部に対し
て、通常０～５０重量部、好ましくは０～３０重量部である。
【００３５】
　基材フィルムを形成する樹脂は、高いガラス転移温度を有することが好ましい。基材フ
ィルムを形成する樹脂の具体的なガラス転移温度は、好ましくは１１０℃以上、より好ま
しくは１３０℃以上、特に好ましくは１６０℃以上である。高いガラス転移温度を有する
樹脂は、温度変化による熱収縮を生じ難いので、高温環境における封止フィルムのバリア
性の低下を抑制することができる。基材フィルムを形成する樹脂のガラス転移温度の上限
に特に制限は無いが、好ましくは３００℃以下である。
【００３６】
　基材フィルムは、１層からなる単層構造のフィルムであってもよく、２層以上を備える
複層構造のフィルムであってもよい。
【００３７】
　基材フィルムの厚みは、好ましくは１０μｍ以上、より好ましくは３０μｍ以上であり
、好ましくは５００μｍ以下、より好ましくは２５０μｍ以下である。このような厚みを
有する基材フィルムは、機械的強度及びバリア性の両方にバランスよく優れる。
【００３８】
　基材フィルムのレターデーションは、封止フィルムの用途に応じて任意に設定しうる。
　例えば、直線偏光板及び１／４波長板を組み合わせた円偏光板からなる反射防止フィル
ムと組み合わせて封止フィルムを用いる場合には、反射防止フィルムによる反射防止機能
を低下させないようにする観点から、基材フィルムのレターデーションは小さいことが好
ましい。具体的には、基材フィルムのレターデーションが、１０ｎｍ以下であることが好
ましく、５ｎｍ以下であることがより好ましい。
　また、例えば、前記の円偏光板の１／４波長板として封止フィルムの基材フィルムを用
いる場合には、基材フィルムは１／４波長のレターデーションを有することが好ましい。
ここで、１／４波長のレターデーションとは、測定波長である５５０ｎｍの１／４の値か
ら、通常±６５ｎｍ、好ましくは±３０ｎｍ、より好ましくは±１０ｎｍの範囲にあるか
、または、中心値の３／４の値から通常±６５ｎｍ、好ましくは±３０ｎｍ、より好まし
くは±１０ｎｍの範囲にあるレターデーションを示す。
【００３９】
　基材フィルムの製造方法は、任意である。例えば、熱可塑性樹脂から基材フィルムを製
造する場合は、溶融成形法、溶液流延法などによって樹脂をフィルム状に成形することに
より、基材フィルムを製造しうる。溶融成形法は、さらに詳細には、例えば、押出成形法
、プレス成形法、インフレーション成形法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法など
に分類できる。これらの方法の中でも、機械強度、表面精度等に優れた基材フィルムを得
るためには、押出成形法、インフレーション成形法又はプレス成形法が好ましい。中でも
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効率良く簡単に基材フィルムを製造するためには、押出成形法が特に好ましい。
【００４０】
　また、例えばレターデーションを有する基材フィルムを製造する場合には、基材フィル
ムを製造する際にフィルムを延伸する延伸工程を行ってもよい。これにより、基材フィル
ムとして延伸フィルムを得ることができる。延伸方法としては、例えば、ロールの周速の
差を利用して縦方向に一軸延伸する方法、テンター延伸機を用いて横方向に一軸延伸する
方法などの一軸延伸法；同時二軸延伸法、逐次二軸延伸法等の二軸延伸法；テンター延伸
機を用いた斜めに延伸する方法；などが挙げられる。ここで斜め方向とは、縦方向及び横
方向の両方に平行でない方向を表す。
【００４１】
［３．封止層］
　封止層は、水を遮断できる機能を有する層である。また、この封止層は、通常、水だけ
でなく酸素を遮断する機能も有する。封止フィルムはこの封止層によって水及び酸素を遮
断できるので、封止フィルムが設けられたデバイス内の有機材料が水蒸気及び酸素により
劣化することを防ぐことができる。
　封止剤が有する水を遮断できる機能の程度を水蒸気透過率で表すと、次のようになる。
封止層の水蒸気透過率は、通常１．０ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下、好ましくは０．２ｇ／ｍ２

・ｄａｙ以下、より好ましくは０．１ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下である。
【００４２】
　通常、封止層は無機材料によって形成される。
　一般に無機材料は傷及びクラックを生じ易い傾向があるが、本発明の封止フィルムでは
封止層は基材フィルム及び接着性層に挟まれているので、外力による傷及びクラックを生
じ難い。そのため、封止層を無機材料によって形成した場合でも、その封止層には傷及び
クラックが生じにくく、バリア性が損なわれ難い。
　また、一般に、基材フィルムの材料として用いうる脂環式オレフィン樹脂は他の材料と
の親和性が低いことが多いが、無機材料で形成した封止層であれば、脂環式オレフィン樹
脂からなる基材フィルムと高い親和性を有することができる。また、無機材料は、通常、
接着性層を形成しうる水添ブロック共重合体エラストマーとも高い親和性を有することが
できる。そのため、基材フィルムと接着性層との間に無機材料からなる封止層を設けると
、基材フィルムと接着性層との密着性を良好にできる。
【００４３】
　封止層を形成しうる無機材料の好ましい例を挙げると、金属（半金属を含む）；金属酸
化物、金属窒化物及び金属酸化窒化物等の金属化合物；ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカー
ボン）などが挙げられる。前記の金属としては、アルミニウム、ケイ素等が挙げられる。
これらの無機材料の中でも、透明性の点では、ケイ素の酸化物、窒化物及び窒化酸化物等
の、少なくともケイ素を含有する材料が特に好ましい。また、基材フィルムの材料となり
うる脂環式オレフィン樹脂との親和性の点では、ＤＬＣが特に好ましい。
【００４４】
　ケイ素の酸化物としては、例えば、ＳｉＯｘが挙げられる。ここでｘは、封止層の透明
性及びバリア性を両立させる観点から、通常１．４より大きく、好ましくは１．５より大
きく、また、通常２．０より小さく、好ましくは１．９より小さい数である。また、ケイ
素の酸化物としては、ＳｉＯＣも挙げることができる。
　ケイ素の窒化物としては、例えば、ＳｉＮｙが挙げられる。ここでｙは、封止層の透明
性及びバリア性を両立させる観点から、通常０．５より大きく、好ましくは１．２より大
きく、また、通常１．５より小さい数である。
　ケイ素の窒化酸化物としては、例えば、ＳｉＯｐＮｑが挙げられる。ここで、封止層の
密着性の向上を重視する場合には、１＜ｐ＜２．０、０＜ｑ＜１．０として、封止層を酸
素リッチの膜とすることが好ましい。また、封止層のバリア性の向上を重視する場合には
、０＜ｐ＜０．８、０．８＜ｑ＜１．３として、封止層を窒素リッチの膜とすることが好
ましい。
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【００４５】
　アルミニウムの酸化物、窒化物及び窒化酸化物としては、例えば、ＡｌＯｘ、ＡｉＮｙ

、及びＡｌＯｐＮｑを挙げることができる。
【００４６】
　中でも、バリア性の観点からは、ＳｉＯｐＮｑ及びＡｌＯｘを、より好ましい材料とし
て用いうる。
　また、これらの無機材料は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
【００４７】
　封止層の厚みは、好ましくは３ｎｍ以上、より好ましくは１０ｎｍ以上、特に好ましく
は１００ｎｍ以上であり、好ましくは２５００ｎｍ以下、より好ましくは２０００ｎｍ以
下、特に好ましくは１０００ｎｍ以下である。封止層の厚みを前記範囲の下限値以上にす
ることにより、良好なバリア性を得ることができる。また、上限値以下にすることにより
、十分なバリア性を維持しながら封止フィルムが黄色く着色されるのを抑えることができ
る。
【００４８】
　封止層の形成方法は任意である。例えば、無機材料によって封止層を形成する場合、蒸
着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、イオンビームアシスト蒸着法、アー
ク放電プラズマ蒸着法、熱ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等の形成方法を用いうる。中でも
、アーク放電プラズマ蒸着法を用いると、適度なエネルギーを有する蒸発粒子が生成され
、高密度の膜を形成することができる。また、熱ＣＶＤ法及びプラズマＣＶＤ法等の化学
気相成長法を用いると、膜の形成に用いるガス成分を調整することにより可撓性のある封
止層を形成できるので、封止層のクラックを効果的に抑制できる。さらに、複数種類の成
分を含む封止層を形成する場合には、それらの成分を同時に蒸着又はスパッタリングして
もよい。
【００４９】
［４．接着性層］
　接着性層は、封止フィルムを他の部材と貼り合せる際に、その部材との接着性を有しう
る層である。中でも、接着性層は、無機物と十分に高い接着性を有することが好ましい。
例えば、接着性層をガラス板に接着した場合に、そのガラス板から接着性層を剥がすため
に要する剥離強度が、通常５Ｎ／ｃｍ以上、好ましくは１０Ｎ／ｃｍ以上である。前記の
剥離強度の上限に特に制限は無いが、通常２００Ｎ／ｃｍ以下である。
【００５０】
　また、接着性層は、柔軟な層であることが好ましい。接着性層が柔軟であることにより
、封止フィルムを設けられたデバイスに外力が加わった場合に、接着性層が変形して前記
の外力を吸収できるので、外力によるデバイス内の素子の破損を防止することができる。
また、封止フィルムによって素子を封止するときに、素子の表面の形状に合わせて接着性
層が変形できるので、封止フィルムを素子に隙間無く密着させることが容易になり、素子
からの封止フィルムの離脱を安定して防止できる。接着性層の柔軟性を引張り弾性率で表
すと、接着性層は、通常は基材フィルムよりも小さい引張り弾性率を有し、好ましくは１
５００ＭＰａ以下、より好ましくは１０００ＭＰａ以下、特に好ましくは８００ＭＰａ以
下の引張り弾性率を有する。ここで、引張り弾性率は２３℃において測定した値である。
前記の引張弾性率の下限に特に制限は無いが、通常０．１ＭＰａ以上である。
【００５１】
　〔４．１．接着性層の材料〕
　前記のような接着性及び柔軟性を有する接着性層の材料としては、通常は樹脂を用い、
中でもエラストマー樹脂を用いることが好ましい。ここでエラストマー樹脂とは、エラス
トマーと、必要に応じて任意の成分を含む樹脂である。また、エラストマーとは、加硫処
理をしなくても室温でゴム弾性を有する重合体である。ここで室温とは、通常、２５℃を
いう。エラストマー樹脂は、一般に残留溶媒を含まないか、含むとしてもその量は少ない
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ので、アウトガスが少ない。したがって、エラストマー樹脂は、低圧環境下においてガス
を発生し難いので、接着性層自体がガスの発生源となることを防止できる。
【００５２】
　〔４．１．１．エラストマー〕
　エラストマーとしては、ブロック共重合体エラストマー及び水添ブロック共重合体エラ
ストマーが好ましい。ブロック共重合体エラストマーとは、ブロック共重合体からなるエ
ラストマーである。また、水添ブロック共重合体エラストマーとは、ブロック共重合体の
水素化物からなるエラストマーである。通常、ブロック共重合体及びその水素化物は、そ
の分子構造に含まれる重合体ブロックの種類及び比率により性状を調整できる。ブロック
共重合体及びその水素化物がエラストマーである場合、そのブロック共重合体は、通常、
分子中に弾性を有するゴム成分（即ちソフトセグメント）としての重合体ブロックと、塑
性変形を防止するための分子拘束成分（即ちハードセグメント）としての重合体ブロック
とを含む。
【００５３】
　前記のブロック共重合体としては、芳香族ビニル化合物－共役ジエンブロック共重合体
が好ましい。ここで、芳香族ビニル化合物－共役ジエンブロック共重合体とは、芳香族ビ
ニル化合物単位を主成分とする重合体ブロック［Ａ］と、鎖状共役ジエン化合物単位を主
成分とする重合体ブロック［Ｂ］とを有するブロック共重合体のことをいう。また、芳香
族ビニル化合物単位とは、芳香族ビニル化合物を重合して形成される構造を有する構造単
位のことをいう。さらに、鎖状共役ジエン化合物単位とは、鎖状共役ジエン化合物を重合
して形成される構造を有する構造単位のことをいう。これらのブロック共重合体及びその
水素化物は、例えばアルコキシシラン、カルボン酸、カルボン酸無水物等で変性されてい
ていてもよい。
【００５４】
　中でも、接着性層の材料として用いるエラストマーとしては、芳香族ビニル化合物単位
を主成分とする、共重合体１分子あたり２個以上の重合体ブロック［Ａ］と、鎖状共役ジ
エン化合物単位を主成分とする、共重合体１分子あたり１個以上の重合体ブロック［Ｂ］
とを有する特定のブロック共重合体を水素化した水素化物が好ましい。以下、この特定の
ブロック共重合体を水素化した水素化物について説明する。
【００５５】
　（特定のブロック共重合体）
　前記のように、特定のブロック共重合体が有する重合体ブロック［Ａ］は、芳香族ビニ
ル化合物単位を有する。この重合体ブロック［Ａ］が有する芳香族ビニル化合物単位に対
応する芳香族ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、２－メチ
ルスチレン、３－メチルスチレン、４－メチルスチレン、２，４－ジイソプロピルスチレ
ン、２，４－ジメチルスチレン、４－ｔ－ブチルスチレン、５－ｔ－ブチル－２－メチル
スチレン、４－モノクロロスチレン、ジクロロスチレン、４－モノフルオロスチレン、４
－フェニルスチレンなどが挙げられる。これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類
以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。中でも、吸湿性の面で極性基を含有しな
いものが好ましい。更に、工業的入手のし易さ、耐衝撃性の観点から、スチレンが特に好
ましい。
【００５６】
　重合体ブロック［Ａ］における芳香族ビニル化合物単位の含有率は、通常９０重量％以
上、好ましくは９５重量％以上、より好ましくは９９重量％以上である。重合体ブロック
［Ａ］において芳香族ビニル化合物単位の量を前記のように多くすることにより、接着性
層の耐熱性を高めることができる。
【００５７】
　重合体ブロック［Ａ］は、芳香族ビニル化合物単位以外に、任意の構造単位を含んでい
てもよい。任意の構造単位としては、例えば、鎖状共役ジエン化合物単位、芳香族ビニル
化合物以外のビニル化合物を重合して形成される構造を有する構造単位、などが挙げられ
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る。
【００５８】
　鎖状共役ジエン化合物単位に対応する鎖状共役ジエン化合物としては、例えば、重合体
ブロック［Ｂ］が有する鎖状共役ジエン化合物単位に対応する鎖状共役ジエン化合物の例
として挙げるものと同様の例が挙げられる。また、鎖状共役ジエン化合物は、１種類を単
独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００５９】
　芳香族ビニル化合物以外のビニル化合物としては、例えば、鎖状ビニル化合物；環状ビ
ニル化合物；ニトリル基、アルコキシカルボニル基、ヒドロキシカルボニル基、又はハロ
ゲン基を有するビニル化合物；不飽和の環状酸無水物；不飽和イミド化合物などが挙げら
れる。中でも、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－
ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、１－ドデセン、１－エイコセン、４
－メチル－１－ペンテン、４，６－ジメチル－１－ヘプテン等の鎖状オレフィン；ビニル
シクロヘキサン等の環状オレフィン；などの、極性基を含有しないものが、吸湿性の面で
好ましい。その中でも、鎖状オレフィンがより好ましく、エチレン及びプロピレンが特に
好ましい。また、これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組
み合わせて用いてもよい。
【００６０】
　重合体ブロック［Ａ］における任意の構造単位の含有率は、通常１０重量％以下、好ま
しくは５重量％以下、より好ましくは１重量％以下である。
【００６１】
　ブロック共重合体１分子における重合体ブロック［Ａ］の数は、通常２個以上であり、
通常５個以下、好ましくは４個以下、より好ましくは３個以下である。１分子中に複数個
ある重合体ブロック［Ａ］は、互いに同じであってもよく、異なっていてもよい。
【００６２】
　１分子のブロック共重合体に、異なる重合体ブロック［Ａ］が複数存在する場合、重合
体ブロック［Ａ］の中で、重量平均分子量が最大の重合体ブロックの重量平均分子量をＭ
ｗ（Ａ１）とし、重量平均分子量が最少の重合体ブロックの重量平均分子量をＭｗ（Ａ２
）とする。このとき、Ｍｗ（Ａ１）とＭｗ（Ａ２）との比「Ｍｗ（Ａ１）／Ｍｗ（Ａ２）
」は、好ましくは２．０以下、より好ましくは１．５以下、特に好ましくは１．２以下で
ある。これにより、各種物性値のばらつきを小さく抑えることができる。
【００６３】
　他方、ブロック共重合体が有する重合体ブロック［Ｂ］は、鎖状共役ジエン化合物単位
を有する。この重合体ブロック［Ｂ］が有する鎖状共役ジエン化合物単位に対応する鎖状
共役ジエン化合物としては、例えば、１，３－ブタジエン、イソプレン、２，３－ジメチ
ル－１，３－ブタジエン、１，３－ペンタジエンなどが挙げられる。これらは、１種類を
単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。中でも、吸
湿性の面で極性基を含有しないものが好ましく、１，３－ブタジエン及びイソプレンが特
に好ましい。
【００６４】
　重合体ブロック［Ｂ］における鎖状共役ジエン化合物単位の含有率は、通常９０重量％
以上、好ましくは９５重量％以上、より好ましくは９９重量％以上である。重合体ブロッ
ク［Ｂ］において鎖状共役ジエン化合物単位の量を前記のように多くすることにより、接
着性層の低温での耐衝撃性を向上させることができる。
【００６５】
　重合体ブロック［Ｂ］は、鎖状共役ジエン化合物単位以外に、任意の構造単位を含んで
いてもよい。任意の構造単位としては、例えば、芳香族ビニル化合物単位、並びに、芳香
族ビニル化合物以外のビニル化合物を重合して形成される構造を有する構造単位などが挙
げられる。これらの芳香族ビニル化合物単位、並びに、芳香族ビニル化合物以外のビニル
化合物を重合して形成される構造を有する構造単位としては、例えば、重合体ブロック［
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Ａ］に含まれていてもよいものとして例示したものが挙げられる。
【００６６】
　重合体ブロック［Ｂ］における任意の構造単位の含有率は、通常１０重量％以下、好ま
しくは５重量％以下、より好ましくは１重量％以下である。特に、重合体ブロック［Ｂ］
における芳香族ビニル化合物単位の含有率を低くすることにより、接着性層の低温での柔
軟性を向上させて、接着性層の低温での耐衝撃性を向上させることができる。
【００６７】
　ブロック共重合体１分子における重合体ブロック［Ｂ］の数は、通常１個以上であるが
、２個以上であってもよい。ブロック共重合体における重合体ブロック［Ｂ］の数が２個
以上である場合、重合体ブロック［Ｂ］は、互いに同じでもよく、異なっていてもよい。
【００６８】
　また、１分子のブロック共重合体に、異なる重合体ブロック［Ｂ］が複数存在する場合
、重合体ブロック［Ｂ］の中で、重量平均分子量が最大の重合体ブロックの重量平均分子
量をＭｗ（Ｂ１）とし、重量平均分子量が最少の重合体ブロックの重量平均分子量をＭｗ
（Ｂ２）とする。このとき、Ｍｗ（Ｂ１）とＭｗ（Ｂ２）との比「Ｍｗ（Ｂ１）／Ｍｗ（
Ｂ２）」は、好ましくは２．０以下、より好ましくは１．５以下、特に好ましくは１．２
以下である。これにより、各種物性値のばらつきを小さく抑えることができる。
【００６９】
　ブロック共重合体のブロックの形態は、鎖状型ブロックでもよく、ラジアル型ブロック
でもよい。中でも、鎖状型ブロックが、機械的強度に優れ、好ましい。
　ブロック共重合体が鎖状型ブロックの形態を有する場合、その両端が重合体ブロック［
Ａ］であることが、エラストマー樹脂のベタツキを所望の低い値に抑えることができるの
で、好ましい。
【００７０】
　ブロック共重合体の特に好ましいブロックの形態は、重合体ブロック［Ｂ］の両端に重
合体ブロック［Ａ］が結合したトリブロック共重合体；重合体ブロック［Ａ］の両端に重
合体ブロック［Ｂ］が結合し、更に、該両重合体ブロック［Ｂ］の他端にそれぞれ重合体
ブロック［Ａ］が結合したペンタブロック共重合体である。特に、［Ａ］－［Ｂ］－［Ａ
］のトリブロック共重合体であることが、製造が容易であり且つ粘度等の物性を所望の範
囲とすることができるため、特に好ましい。
【００７１】
　ブロック共重合体において、全重合体ブロック［Ａ］がブロック共重合体全体に占める
重量分率ｗＡと、全重合体ブロック［Ｂ］がブロック共重合体全体に占める重量分率ｗＢ
との比（ｗＡ／ｗＢ）は、通常２０／８０以上、好ましくは３０／７０以上であり、通常
６０／４０以下、好ましくは５５／４５以下である。前記の比ｗＡ／ｗＢを前記範囲の下
限値以上にすることにより、接着性層の耐熱性を向上させることができる。また、上限値
以下にすることにより、接着性層の柔軟性を高めて、接着性層のバリア性を安定して良好
に維持することができる。さらに、ブロック共重合体のガラス転移温度を下げることで封
止温度を下げられるので、有機ＥＬ素子及び有機半導体素子等の素子の熱劣化を抑制する
ことができる。
【００７２】
　前記のブロック共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、通常３０，０００以上、好まし
くは４０，０００以上、より好ましくは５０，０００以上であり、通常２００，０００以
下、好ましくは１５０，０００以下、より好ましくは１００，０００以下である。前記ブ
ロック共重合体の重量平均分子量は、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を溶媒とするゲル・
パーミエーション・クロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって、ポリスチレン換算の値とし
て測定しうる。
　また、ブロック共重合体の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましくは３以下、より好ま
しくは２以下、特に好ましくは１．５以下であり、好ましくは１．０以上である。ここで
、Ｍｎは、数平均分子量を表す。
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【００７３】
　ブロック共重合体の製造方法の例としては、例えば３つの重合体ブロックを有するブロ
ック共重合体を製造する場合、下記の製造方法１及び２が挙げられる。ここで、「モノマ
ー組成物」と称する材料は、２種類以上の物質の混合物のみならず、単一の物質からなる
材料をも包含する。
【００７４】
　（製造方法１）　芳香族ビニル化合物を含有するモノマー組成物（ａ１）を重合させて
重合体ブロック［Ａ］を形成する第一工程と、
　かかる重合体ブロック［Ａ］の一端において、鎖状共役ジエン化合物を含有するモノマ
ー組成物（ｂ１）を重合させて重合体ブロック［Ｂ］を形成し、［Ａ］－［Ｂ］のジブロ
ックの重合体を形成する第二工程と、
　かかるジブロックの重合体の、ブロック［Ｂ］側の末端において、芳香族ビニル化合物
を含有するモノマー組成物（ａ２）を重合させて、ブロック共重合体を得る第３工程とを
有する方法。ただし、モノマー組成物（ａ１）とモノマー組成物（ａ２）とは、同一でも
異なっていてもよい。
【００７５】
　（製造方法２）　芳香族ビニル化合物を含有するモノマー組成物（ａ１）を重合させて
重合体ブロック［Ａ］を形成する第一工程と、
　かかる重合体ブロック［Ａ］の一端において、鎖状共役ジエン化合物を含有するモノマ
ー組成物（ｂ１）を重合させて重合体ブロック［Ｂ］を形成し、［Ａ］－［Ｂ］のジブロ
ックの重合体を形成する第二工程と、
　かかるジブロックの重合体の、重合体ブロック［Ｂ］側の末端同士を、カップリング剤
によりカップリングさせて、ブロック共重合体を得る第３工程とを有する方法。
【００７６】
　モノマー組成物を重合してそれぞれの重合体ブロックを得る方法としては、例えば、ラ
ジカル重合、アニオン重合、カチオン重合、配位アニオン重合、配位カチオン重合などを
用いうる。重合操作及び後工程での水素化反応を容易にする観点では、ラジカル重合、ア
ニオン重合及びカチオン重合などを、リビング重合により行う方法が好ましく、リビング
アニオン重合により行う方法が特に好ましい。
【００７７】
　前記のモノマー組成物の重合は、重合開始剤の存在下で、通常０℃以上、好ましくは１
０℃以上、より好ましくは２０℃以上、また、通常１００℃以下、好ましくは８０℃以下
、より好ましくは７０℃以下の温度範囲において行いうる。
　リビングアニオン重合を行う場合は、重合開始剤として、例えば、ｎ－ブチルリチウム
、ｓｅｃ－ブチルリチウム、ｔ－ブチルリチウム、ヘキシルリチウム等のモノ有機リチウ
ム；ジリチオメタン、１，４－ジリチオブタン、１，４－ジリチオ－２－エチルシクロヘ
キサン等の多官能性有機リチウム化合物；などを用いうる。これらは、１種類を単独で用
いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００７８】
　重合反応の形態は、例えば溶液重合及びスラリー重合などを用いうる。中でも、溶液重
合を用いると、反応熱の除去が容易である。
　溶液重合を行う場合、溶媒としては、各工程で得られる重合体が溶解しうる不活性溶媒
を用いうる。不活性溶媒としては、例えば、ｎ－ペンタン、イソペンタン、ｎ－ヘキサン
、ｎ－ヘプタン、イソオクタン等の脂肪族炭化水素類；シクロペンタン、シクロヘキサン
、メチルシクロペンタン、メチルシクロヘキサン、デカリン等の脂環式炭化水素類；ベン
ゼン、トルエン等の芳香族炭化水素類；などが挙げられる。これらは、１種類を単独で用
いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。中でも、溶媒として
脂環式炭化水素類を用いると、水素化反応にも不活性な溶媒としてそのまま使用でき、ブ
ロック共重合体の溶解性も良好であるため、好ましい。溶媒の使用量は、全使用モノマー
１００重量部に対して、通常２００重量部～２０００重量部である。
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【００７９】
　それぞれのモノマー組成物が２種以上のモノマーを含む場合、ある１成分の連鎖だけが
長くなるのを防止するために、例えばランダマイザーを使用しうる。特に重合反応をアニ
オン重合により行う場合には、例えばルイス塩基化合物等をランダマイザーとして使用す
ることが好ましい。ルイス塩基化合物としては、例えば、ジメチルエーテル、ジエチルエ
ーテル、ジイソプロピルエーテル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジフェニル
エーテル、エチレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコールメチルフェニルエ
ーテル等のエーテル化合物；テトラメチルエチレンジアミン、トリメチルアミン、トリエ
チルアミン、ピリジン等の第３級アミン化合物；カリウム－ｔ－アミルオキシド、カリウ
ム－ｔ－ブチルオキシド等のアルカリ金属アルコキシド化合物；トリフェニルホスフィン
等のホスフィン化合物；などが挙げられる。これらは、１種類を単独で用いてもよく、２
種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００８０】
　（特定のブロック共重合体の水素化物）
　本発明に係る封止フィルムの接着性層の材料であるエラストマーとしては、前述した特
定のブロック共重合体の水素化物を用いることが好ましい。特定のブロック共重合体を水
素化して用いることにより、接着性層からのアウトガスの発生量を更に少なくできる。
【００８１】
　このブロック共重合体の水素化物は、前述した特定のブロック共重合体の不飽和結合を
水素化して得られるものである。ここで、ブロック共重合体の不飽和結合には、ブロック
共重合体の主鎖及び側鎖の、芳香族性及び非芳香族性の炭素－炭素不飽和結合をいずれも
含む。水素化率は、ブロック共重合体の全不飽和結合の、通常９０％以上、好ましくは９
７％以上、より好ましくは９９％以上である。水素化率が高いほど、接着性層の耐熱性及
び耐光性を良好にできる。ここで、水素化物の水素化率は、１Ｈ－ＮＭＲによる測定によ
り求めることができる。
【００８２】
　特に、非芳香族性の不飽和結合の水素化率は、好ましくは９５％以上、より好ましくは
９９％以上である。非芳香族性の炭素－炭素不飽和結合の水素化率を高めることにより、
接着性層の耐光性及び耐酸化性を更に高くできる。
　また、芳香族性の炭素－炭素不飽和結合の水素化率は、好ましくは９０％以上、より好
ましくは９３％以上、特に好ましくは９５％以上である。芳香環の炭素－炭素不飽和結合
の水素化率を高めることにより、重合体ブロック［Ａ］を水素化して得られる重合体ブロ
ックのガラス転移温度が高くなるので、接着性層の耐熱性を効果的に高めることができる
。さらに、接着性層の光弾性係数を下げて、接着時のレターデーションが発現しにくくで
きる。
【００８３】
　ブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量（Ｍｗ）は、通常３０，０００以上、好
ましくは４０，０００以上、より好ましくは４５，０００以上であり、通常２００，００
０以下、好ましくは１５０，０００以下、より好ましくは１００，０００以下である。前
記ブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量は、テトラヒドロフランを溶媒としたゲ
ル・パーミエーション・クロマトグラフィーにより、ポリスチレン換算の値で測定しうる
。また、ブロック共重合体の水素化物の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましくは３以下
、より好ましくは２以下、特に好ましくは１．５以下であり、好ましくは１．０以上であ
る。ブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量Ｍｗ及び分子量分布Ｍｗ／Ｍｎを前記
の範囲に収めることにより、接着性層の機械強度及び耐熱性を向上させることができる。
【００８４】
　ブロック共重合体の水素化物における、全重合体ブロック［Ａ］がブロック共重合体全
体に占める重量分率ｗＡと、全重合体ブロック［Ｂ］がブロック共重合体全体に占める重
量分率ｗＢとの比（ｗＡ／ｗＢ）は、通常、水素化する前のブロック共重合体における比
ｗＡ／ｗＢと同様の値となる。
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【００８５】
　さらに、ブロック共重合体の水素化物は、その分子構造にアルコキシシリル基を有する
ことが好ましい。このアルコキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物は、例え
ば、アルコキシシリル基を有さないブロック共重合体の水素化物に、アルコキシシリル基
を結合させることにより得られる。この際、ブロック共重合体の水素化物にアルコキシシ
リル基を直接結合させてもよく、例えばアルキレン基などの２価の有機基を介して結合さ
せてもよい。
【００８６】
　アルコキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物は、例えば、ガラス、無機物
、金属などの材料との接着性に特に優れる。そのため、本発明の封止フィルムによって有
機エレクトロニクスデバイスの素子を封止する場合に、接着性層と素子との接着性を特に
高くできる。したがって、有機エレクトロニクスデバイスの信頼性評価で通常行われる高
温高湿環境に長時間暴露された後も、接着性層が十分な接着力を維持することができる。
【００８７】
　アルコキシシリル基の導入量は、アルコキシシリル基の導入前のブロック共重合体の水
素化物１００重量部に対し、通常０．１重量部以上、好ましくは０．２重量部以上、より
好ましくは０．３重量部以上であり、通常１０重量部以下、好ましくは５重量部以下、よ
り好ましくは３重量部以下である。アルコキシシリル基の導入量を前記範囲に収めると、
水分等で分解されたアルコキシシリル基同士の架橋度が過剰に高くなることを防止できる
ので、接着性層との接着性を高く維持することができる。
　アルコキシシリル基の導入量は、１Ｈ－ＮＭＲスペクトルにて計測しうる。また、アル
コキシシリル基の導入量の計測の際、導入量が少ない場合は、積算回数を増やして計測し
うる。
【００８８】
　アルコキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物の分子量は、導入されるアル
コキシシリル基の量が少ないため、通常は、アルコキシシリル基を導入する前のブロック
共重合体の水素化物の分子量から大きく変化しない。ただし、アルコキシシリル基を導入
する際には過酸化物の存在下でブロック共重合体の水素化物を変性反応させるので、その
水素化物の架橋反応及び切断反応が進行し、分子量分布は大きく変化する傾向がある。ア
ルコキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量は、通常３０，
０００以上、好ましくは４０，０００以上、より好ましくは５０，０００以上であり、通
常２００，０００以下、好ましくは１５０，０００以下、より好ましくは１２０，０００
以下である。前記のアルコキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物の重量平均
分子量は、テトラヒドロフランを溶媒としたゲル・パーミエーション・クロマトグラフィ
ーによって、ポリスチレン換算の値として測定しうる。また、アルコキシシリル基を有す
るブロック共重合体の水素化物の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、通常３．５以下、好まし
くは２．５以下、特に好ましくは２．０以下であり、好ましくは１．０以上である。アル
コキシシリル基を有するブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量Ｍｗ及び分子量分
布Ｍｗ／Ｍｎがこの範囲であると、接着性層の良好な機械強度及び引張り伸びが維持でき
る。
【００８９】
　前述したようなブロック共重合体の水素化物の製造方法は、通常、前述した特定のブロ
ック共重合体を水素化することを含む。水素化方法としては、水素化率を高くでき、ブロ
ック共重合体の鎖切断反応の少ない水素化方法が好ましい。このような好ましい水素化方
法としては、例えば、ニッケル、コバルト、鉄、チタン、ロジウム、パラジウム、白金、
ルテニウム、及びレニウムからなる群より選ばれる少なくとも１種の金属を含む水素化触
媒を用いて水素化を行う方法が挙げられる。水素化触媒は、１種類を単独で用いてもよく
、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。水素化触媒は、不均一系触媒、
均一系触媒のいずれも使用可能である。また、水素化反応は、有機溶媒中で行うのが好ま
しい。
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【００９０】
　不均一系触媒は、例えば、金属又は金属化合物のままで用いてもよく、適切な担体に担
持して用いてもよい。担体としては、例えば、活性炭、シリカ、アルミナ、炭酸カルシウ
ム、チタニア、マグネシア、ジルコニア、ケイソウ土、炭化ケイ素、フッ化カルシウムな
どが挙げられる。触媒の担持量は、触媒及び担体の合計量に対して、通常０．１重量％以
上、好ましくは１重量％以上であり、通常６０重量％以下、好ましくは５０重量％以下で
ある。また、担持型触媒の比表面積は、好ましくは１００ｍ２／ｇ～５００ｍ２／ｇであ
る。さらに、担持型触媒の平均細孔径は、好ましくは１００Å以上、より好ましくは２０
０Å以上であり、好ましくは１０００Å以下、好ましくは５００Å以下である。ここで、
比表面積は、窒素吸着量を測定しＢＥＴ式を用いて求めうる。また、平均細孔径は、水銀
圧入法により測定しうる。
【００９１】
　均一系触媒としては、例えば、ニッケル、コバルト、チタン又は鉄の化合物と有機金属
化合物とを組み合わせた触媒；ロジウム、パラジウム、白金、ルテニウム、レニウム等の
有機金属錯体触媒；などを用いることができる。
　ニッケル、コバルト、チタン又は鉄の化合物としては、例えば、各金属のアセチルアセ
トナト化合物、カルボン酸塩、シクロペンタジエニル化合物等が挙げられる。
　また、有機金属化合物としては、例えば、トリエチルアルミニウム、トリイソブチルア
ルミニウム等のアルキルアルミニウム、ジエチルアルミニウムクロリド、エチルアルミニ
ウムジクロリド等のハロゲン化アルミニウム、ジイソブチルアルミニウムハイドライド等
の水素化アルキルアルミニウムなどの有機アルミニウム化合物；並びに有機リチウム化合
物などが挙げられる。
　有機金属錯体触媒としては、例えば、ジヒドリド－テトラキス（トリフェニルホスフィ
ン）ルテニウム、ジヒドリド－テトラキス（トリフェニルホスフィン）鉄、ビス（シクロ
オクタジエン）ニッケル、ビス（シクロペンタジエニル）ニッケル等の遷移金属錯体が挙
げられる。
【００９２】
　水素化触媒の使用量は、ブロック共重合体１００重量部に対して、通常０．０１重量部
以上、好ましくは０．０５重量部以上、より好ましくは０．１重量部以上であり、通常１
００重量部以下、好ましくは５０重量部以下、より好ましくは３０重量部以下である。
【００９３】
　水素化反応の温度は、通常１０℃以上、好ましくは５０℃以上、より好ましくは８０℃
以上であり、通常２５０℃以下、好ましくは２００℃以下、より好ましくは１８０℃以下
である。このような温度範囲で水素化反応を行なうことにより、水素化率を高くでき、ま
た、ブロック共重合体の分子切断をすくなくできる。
【００９４】
　また、水素化反応時の水素圧力は、通常０．１ＭＰａ以上、好ましくは１ＭＰａ以上、
より好ましくは２ＭＰａ以上であり、通常３０ＭＰａ以下、好ましくは２０ＭＰａ以下、
より好ましくは１０ＭＰａ以下である。このような水素圧力で水素化反応を行なうことに
より、水素化率を高くでき、ブロック共重合体の分子鎖切断を少なくでき、操作性が良好
となる。
【００９５】
　前記のようにブロック共重合体を水素化することにより、ブロック共重合体の水素化物
が生成物として得られる。この水素化反応後の生成物は、そのまま用いてもよい。また、
水素化反応後の生成物に対し、必要に応じてさらに任意の処理を施してから用いてもよい
。例えば、水素化反応後の生成物に対し、必要に応じてアルコキシシリル基を導入する処
理を行ってもよい。
【００９６】
　ブロック共重合体の水素化物にアルコキシシリル基を導入する方法としては、例えば、
アルコキシシリル基を導入する前のブロック共重合体の水素化物と、エチレン性不飽和シ
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ラン化合物とを、過酸化物の存在下で反応させる方法を用いうる。
【００９７】
　エチレン性不飽和シラン化合物としては、ブロック共重合体の水素化物とグラフト重合
でき、ブロック共重合体の水素化物にアルコキシシリル基を導入できるものを用いうる。
このようなエチレン性不飽和シラン化合物の例としては、ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン、アリルトリメトキシシラン、アリルトリエトキシシラン、ジメ
トキシメチルビニルシラン、ジエトキシメチルビニルシラン、ｐ－スチリルトリメトキシ
シラン、ｐ－スチリルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシ
ラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピ
ルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン、３－アク
リロキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、
及び２－ノルボルネン－５－イルトリメトキシシランなどが挙げられる。中でも、ビニル
トリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、アリルトリメトキシシラン、アリルト
リエトキシシラン、ジメトキシメチルビニルシラン、ジエトキシメチルビニルシラン、ｐ
－スチリルトリメトキシシランが好ましい。また、エチレン性不飽和シラン化合物は、１
種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００９８】
　エチレン性不飽和シラン化合物の量は、アルコキシシリル基を導入する前のブロック共
重合体の水素化物１００重量部に対して、通常０．１重量部以上、好ましくは０．２重量
部以上、より好ましくは０．３重量部以上であり、通常１０重量部以下、好ましくは５重
量部以下、より好ましくは３重量部以下である。
【００９９】
　過酸化物としては、例えば、ジベンゾイルパーオキシド、ｔ－ブチルパーオキシアセテ
ート、２，２－ジ－（ｔ－ブチルパーオキシ）ブタン、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエー
ト、ｔ－ブチルクミルパーオキシド、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ヘキシルパーオ
キシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシヘキサン）、ジ－ｔ－ブ
チルパーオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン－
３、ｔ－ブチルヒドロパーオキシド、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ラウロイル
パーオキシド、ジプロピオニルパーオキシド、ｐ－メンタンハイドロパーオキサイドなど
の有機過酸化物が挙げられる。中でも、１分間半減期温度が１７０℃～１９０℃のものが
好ましく、例えば、ｔ－ブチルクミルパーオキシド、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－
ヘキシルパーオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシヘキサン
）、ジ－ｔ－ブチルパーオキシドなどが好ましい。また、過酸化物は、１種類を単独で用
いてもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１００】
　過酸化物の量は、アルコキシシリル基を導入する前のブロック共重合体の水素化物１０
０重量部に対して、通常０．０１重量部以上、好ましくは０．２重量部以上、より好まし
くは０．３重量部以上であり、通常５重量部以下、好ましくは３重量部以下、より好まし
くは２重量部以下である。
【０１０１】
　上記のブロック共重合体の水素化物とエチレン性不飽和シラン化合物とを過酸化物の存
在下で反応させる方法は、例えば、過熱混練機及び反応器を用いて行いうる。具体例を挙
げると、ブロック共重合体の水素化物とエチレン性不飽和シラン化合物と過酸化物との混
合物を、二軸混練機にて、ブロック共重合体の水素化物の溶融温度以上で加熱溶融させて
、所望の時間混練することにより、ブロック共重合体の水素化物にアルコキシシリル基を
導入することができる。具体的な温度は、通常１８０℃以上、好ましくは１９０℃以上、
より好ましくは２００℃以上であり、通常２４０℃以下、好ましくは２３０℃以下、より
好ましくは２２０℃以下である。また、加熱混練時間は、通常０．１分以上、好ましくは
０．２分以上、より好ましくは０．３分以上であり、通常１５分以下、好ましくは１０分
以下、より好ましくは５分以下である。二軸混練機、短軸押出し機などの連続混練設備を
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使用する場合は、滞留時間が上記範囲になるようにして、連続的に混練及び押出しを行い
うる。
【０１０２】
　上述した方法で得られるブロック共重合体の水素化物は、通常、ブロック共重合体の水
素化物、水素化触媒及び重合触媒を含む反応液として得られる。そこで、ブロック共重合
体の水素化物は、この反応液から例えば濾過及び遠心分離等の方法によって水素化触媒及
び重合触媒を除去した後に、反応液から回収されうる。反応液からブロック共重合体の水
素化物を回収する方法としては、例えば、ブロック共重合体の水素化物が溶解した溶液か
らスチームストリッピングにより溶媒を除去するスチーム凝固法；減圧加熱下で溶媒を除
去する直接脱溶媒法；ブロック共重合体の水素化物の貧溶媒中に溶液を注いでブロック共
重合体の水素化物を析出及び凝固させる凝固法；などが挙げられる。
【０１０３】
　回収されたブロック共重合体の水素化物の形態は、その後の成形加工又は変性反応に供
し易いように、ペレット形状とすることが好ましい。例えば、直接脱溶媒法により反応液
からブロック共重合体の水素化物を回収した場合、溶融状態の水素化物をダイスからスト
ランド状に押し出し、冷却後、ペレタイザーでカッティングしてペレット状にして、各種
の成形に供してもよい。また、凝固法を用いる場合は、例えば、得られた凝固物を乾燥し
た後、押出機により溶融状態で押し出し、上記と同様にペレット状にして各種の成形に供
してもよい。
【０１０４】
　〔４．１．２．任意の成分〕
　接着性層の材料として用いうるエラストマー樹脂が含みうる任意の成分としては、例え
ば、ガラス転移温度及び弾性率を調整するための可塑剤、耐候性及び耐熱性を向上させる
ための光安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、滑剤、無機フィラーなどが挙げられる。ま
た、任意の成分は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせ
て用いてもよい。
【０１０５】
　ガラス転移温度及び柔軟性を調整するための可塑剤としては、例えば、ポリイソブテン
、水素化ポリイソブテン、水素化ポリイソプレン、水素化１，３－ペンタジエン系石油樹
脂、水素化シクロペンタジエン系石油樹脂、水素化スチレン・インデン系石油樹脂などが
挙げられる。これらの可塑剤の配合量は、エラストマー樹脂１００重量部に対して、通常
４０重量部以下で、樹脂特性を調整する目的に合わせて適宜選択される。
【０１０６】
　光安定剤としては、ヒンダードアミン系光安定剤が好ましく、構造中に例えば３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル基、２，２，６，６－テトラメチルピペリジル
基、又は、１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル基などを有している化合
物が特に好ましい。
【０１０７】
　光安定剤の具体例としては、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸と１，２，２，
６，６－ペンタメチル－４－ピペリジノールと３，９－ビス（２－ヒドロキシ－１，１－
ジメチルエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカンとの混
合エステル化物、１，６－ヘキサンジアミン－Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラ
メチル－４－ピペリジル）とモルフォリン－２，４，６－トリクロロ－１，３，５－トリ
アジンとの重縮合物、１－［２－〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、２－
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸－ビス
－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）、２－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸－ビス－（１，２，２，６，
６－ペンタメチル－４－ピペリジル）、４－（３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
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ロキシフェニル）プロピオニルオキシ）－１－（２－（３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ）エチル）－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、４－（Ｎ－（１－ベンジル－２－フェニルエチル）－Ｎ－ホルミルアミノ
）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－（２－（１－ピロリジル）エ
チル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－
（２－（４－モルホリニル）エチル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラ
メチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－（２－（４－モルホリニル）エチル）－Ｎ－
ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－（２－（ジイ
ソプロピルアミノ）エチル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジン、４－（Ｎ－（２，４，６－トリメチルベンジル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２
，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－（３－（２－エチルヘキソキシ）プ
ロピル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ
－（３，４－（メチレンジオキシ）ベンジル）－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－（ビシクロ〔２．２．１〕ヘプチル）－Ｎ－ホル
ミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－１，２，２－トリ
メチルプロピル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４
－（Ｎ－１、３－ジメチルブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、４－（Ｎ－１－ベンジルエチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－２，２－ジメチルプロピル－Ｎ－ホルミルアミノ
）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－２－エチルヘキシル－Ｎ－ホ
ルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－３－メチルブチ
ル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－４－
ヒドロキシブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、
４－（Ｎ－４－ヒドロキシブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、４－（Ｎ－ｉ－プロピル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テト
ラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ｉ－プロピル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ｔ－ブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６
，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－イソプロピルベンジル－Ｎ－ホルミルアミノ
）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－エトキシエチル－Ｎ－ホルミ
ルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－エトキシプロピル－
Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－オクタデ
シル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－オ
クチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピペリジン
、４－（Ｎ－オクチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジ
ン、４－（Ｎ－クロロベンジル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル
ピペリジン、４－（Ｎ－ジエチルアミノエチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－シクロドデシル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２
，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ－ホルミルアミノ）
－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルカルボニルピペリジン、４－（Ｎ－シクロ
ヘキシル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピリジン
、４－（Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピ
リジン、４－（Ｎ－シクロペンチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメ
チル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－シクロペンチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，
２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ジメチルアミノプロピル－Ｎ－ホルミ
ルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－デシル－Ｎ－ホルミ
ルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－デシル
－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ドデシ
ル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ピリ
ジニルメチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－
（Ｎ－フェニルエチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メ
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チルピリジン、４－（Ｎ－フェニルエチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テ
トラメチルピリジン、４－（Ｎ－ブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テト
ラメチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－ブチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，
６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－フルオロベンジル－Ｎ－ホル
ミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－ヘキシル－Ｎ－ホ
ルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（Ｎ－ヘ
キシル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－
ペンチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピペリジ
ン、４－（Ｎ－ペンチル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメチルピペリ
ジン、４－（Ｎ－メチルシクロヘキシル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テト
ラメチルピリジン、４－（Ｎ－メチルベンジル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，２，６，６
－テトラメチルピペリジン、４－（Ｎ－メトキシベンジル－Ｎ－ホルミルアミノ）－２，
２，６，６－テトラメチルピペリジン、４－（ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テト
ラメチル－Ｎ－メチルピペリジン、４－（ホルミルアミノ）－２，２，６，６－テトラメ
チルピペリジン、４－〔Ｎ－（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ－
ホルミルアミノ〕－２，２，６，６－テトラメチル－Ｎ－メチルピリジン、４－〔Ｎ－（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ－ホルミルアミノ〕－２，２，６
，６－テトラメチルピリジン、Ｎ，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’’－テトラキス－（４，６－ビ
ス（ブチル－（Ｎ－メチル－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン－４－イル）アミ
ノ）－トリアジン－２－イル）－４，７－ジアザデカン－１，１０－アミン、Ｎ，Ｎ’－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４ーＮ－メチルピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホル
ミル－１，４－キシリレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－
４－Ｎ－メチルピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル－トリメチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’
－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４ーＮ－メチルピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホ
ルミル－ヘキサメチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４
－Ｎ－メチルピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル－エチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス
（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル－１，４－
キシリレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル
）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラ
メチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル－トリメチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミルヘキサ
メチレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）
－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンアクリル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－
テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンアラキン酸アミド、Ｎ
，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキ
サメチレンアンゲリカ酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－
ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンウンデシル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２
，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンウンデ
シレン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－
Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンオレイン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テ
トラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンガドレイン酸アミド、Ｎ
，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキ
サメチレンカプリル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピ
ペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンカプリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２
，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンカプロン酸
アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’
－ビスヘキサメチレンクロトン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチ
ル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンシトロネル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレ
ンステアリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ



(21) JP 6524915 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

ル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンゾーマリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６
，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレントリデシル酸ア
ミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－
ビスヘキサメチレンノナデシル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチ
ル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンパルミチン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレ
ンブレンツテレビン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピ
ペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンプロピオン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，
２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンヘプタン
酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ
’－ビスヘキサメチレンベヘン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチ
ル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンペラルゴン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレ
ンペンタデシル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリ
ジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンマルガリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，
６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンミリスチン酸
ア

ミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－
ビスヘキサメチレンラウリン酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル
－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレンリンデル酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス
（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレン吉
草酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，
Ｎ’－ビスヘキサメチレン酢酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル
－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレン抹香酸アミド、Ｎ，Ｎ’－ビス（２
，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ビスヘキサメチレン酪酸ア
ミド、コハク酸ジメチルと４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－１－ピペリ
ジンエタノールとの重合物、ジブチルアミンと１，３，５－トリアジンとＮ，Ｎ’－ビス
（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）ブチルアミンとの重縮合物、ビス（
１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）－２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロネート、ビス（２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ポリ〔（６－モルフォリノ－ｓ－トリアジン－
２，４－ジイル）〔（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ〕－ヘキ
サメチレン〔（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ〕、ポリ〔｛（
１，１，３，３－テトラメチルブチル）アミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイ
ル｝｛（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝ヘキサメチレン｛（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝〕、ポリ〔｛６－（１，１，
３，３－テトラメチルブチル）アミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイル｝｛（
２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝ヘキサメチレン｛（２，２，
６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝〕、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６
－テトラメチル－４－ピペリジニル）－１，６－ヘキサンジアミンと２，４，６－トリク
ロロ－１，３，５－トリアジンとの重合体とＮ－ブチル－１－ブタンアミンとＮ－ブチル
－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジンアミンとの反応生成物などが挙げられ
る。
【０１０８】
　これらの中でも、耐候性に優れる点で、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチ
ル－４－Ｎ－メチルピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル－アルキレンジアミン類、Ｎ，
Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミル
アルキレンジアミン類、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジ
ル）－Ｎ，Ｎ’－ビスアルキレン脂肪酸アミド類、ポリ〔｛６－（１，１，３，３－テト
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ラメチルブチル）アミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイル｝｛（２，２，６，
６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝ヘキサメチレン｛（２，２，６，６－テト
ラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝〕が好ましく、Ｎ，Ｎ’－ビス（２，２，６，６－
テトラメチル－４－ピペリジル）－Ｎ，Ｎ’－ジホルミルアルキレンジアミン類、Ｎ，Ｎ
’－ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジニル）－１，６－ヘキサンジア
ミンと２，４，６－トリクロロ－１，３，５－トリアジンとの重合体とＮ－ブチル－１－
ブタンアミンとＮ－ブチル－２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジンアミンとの
反応生成物が特に好ましい。
【０１０９】
　光安定剤の量は、ブロック共重合体の水素化物１００重量部に対して、通常０．０１重
量部以上、好ましくは０．０２重量部以上、より好ましくは０．０３重量部以上であり、
通常５重量部以下、好ましくは２重量部以下、より好ましくは１重量部以下である。光安
定剤の量を前記範囲の下限値以上とすることにより、接着性層の耐候性を高くできる。ま
た、上限値以下とすることにより、エラストマー樹脂を成形して接着性層を製造する際に
、押出し機のＴダイ及び冷却ロールの汚れを防止でき、加工性を高めることができる。
【０１１０】
　紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、サリチル酸系紫外線
吸収剤、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤などが挙げられる。
　ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては、例えば、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノ
ン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－メトキシベン
ゾフェノン－５－スルホン酸３水和物、２－ヒドロキシ－４－オクチロキシベンゾフェノ
ン、４－ドデカロキシ－２－ヒドロキシベンゾフェノン、４－ベンジルオキシ－２－ヒド
ロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，２
’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノンなどが挙げられる。
【０１１１】
　また、サリチル酸系紫外線吸収剤としては、例えば、フェニルサリチレート、４－ｔ－
ブチルフェニル－２－ヒドロキシベンゾエート、フェニル－２－ヒドロキシベンゾエート
、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエ
ート、ヘキサデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエートなどが挙げ
られる。
【０１１２】
　また、ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、例えば、２－（２－ヒドロキシ－
５－メチルフェニル）２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキ
シ－５－メチルフェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２
－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、
５－クロロ－２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール、２－（３，５－ジ－ｔ－アミル－２－ヒドロキシフェニル）－２Ｈ－ベン
ゾトリアゾール、２－（２－ヒドロキシ－５－ｔ－オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾト
リアゾール、２－（２－ヒドロキシ－４－オクチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾー
ル、２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４－メチル－６－（３，４，５，６
－テトラヒドロフタリミジルメチル）フェノール、２，２’－メチレンビス［４－（１，
１，３，３－テトラメチルブチル）－６－［（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フ
ェノール］］などが挙げられる。
【０１１３】
　紫外線吸収剤の量は、ブロック共重合体の水素化物１００重量部に対して、通常０．０
１重量部以上、好ましくは０．０２重量部以上、より好ましくは０．０４重量部以上であ
り、通常１重量部以下、好ましくは０．５重量部以下、より好ましくは０．３重量部以下
である。紫外線吸収剤を前記範囲の下限値以上用いることにより、接着性層の耐光性を改
善することができるが、上限を超えて過剰に用いても、更なる改善は得られ難い。
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【０１１４】
　酸化防止剤としては、例えば、リン系酸化防止剤、フェノ－ル系酸化防止剤、硫黄系酸
化防止剤などが挙げられ、着色がより少ないリン系酸化防止剤が好ましい。
　リン系酸化防止剤としては、例えば、トリフェニルホスファイト、ジフェニルイソデシ
ルホスファイト、フェニルジイソデシルホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスフ
ァイト、トリス（ジノニルフェニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフ
ェニル）ホスファイト、１０－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－
９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－１０－ホスファフェナントレン－１０－オキサイドな
どのモノホスファイト系化合物；４，４’－ブチリデン－ビス（３－メチル－６－ｔ－ブ
チルフェニル－ジ－トリデシルホスファイト）、４，４’－イソプロピリデン－ビス（フ
ェニル－ジ－アルキル（Ｃ１２～Ｃ１５）ホスファイト）などのジホスファイト系化合物
；６－〔３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロポキシ〕－
２，４，８，１０－テトラキス－ｔ－ブチルジベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１．３．２〕ジオキサ
フォスフェピン、６－〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロ
ポキシ〕－２，４，８，１０－テトラキス－ｔ－ブチルジベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１．３．２
〕ジオキサフォスフェピンなどの化合物を挙げることができる。
【０１１５】
　フェノ－ル系酸化防止剤としては、例えば、ペンタエリスリチル・テトラキス［３－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２，２－チオ－
ジエチレンビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネ
ート］、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロ
ピオネート、３，９－ビス｛２－［３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチル
フェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチルエチル｝－２，４，８，１０－テト
ラオキサスピロ［５，５］ウンデカン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼンなどの化合物を挙げること
ができる。
【０１１６】
　硫黄系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、
ジミリスチル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロ
ピオネート、ラウリルステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ペンタエリスリト
ール－テトラキス－（β－ラウリル－チオ－プロピオネート）、３，９－ビス（２－ドデ
シルチオエチル）－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカンなどの
化合物を挙げることができる。
【０１１７】
　酸化防止剤の量は、ブロック共重合体の水素化物１００重量部に対して、通常０．０１
重量部以上、好ましくは０．０５重量部以上、より好ましくは０．１重量部以上であり、
通常１重量部以下、好ましくは０．５重量部以下、より好ましくは０．３重量部以下であ
る。酸化防止剤を前記範囲の下限値以上用いることにより、接着性層の熱安定性を改善す
ることができるが、上限を超えて過剰に用いても、更なる改善は得られ難い。
【０１１８】
　ブロック共重合体の水素化物と任意の成分とを混合する方法は、例えば、任意の成分を
適切な溶媒に溶解してブロック共重合体の水素化物の溶液と混合した後、溶媒を除去して
任意の成分を含むエラストマー樹脂を回収する方法；二軸混錬機、ロール、ブラベンダー
、押出機等の混練機で、ブロック共重合体の水素化物を溶融状態にして任意の成分と混練
する方法；などが挙げられる。
【０１１９】
　〔４．１．３．接着性層の材料の属性〕
　接着性層を形成する樹脂は、高い透明性を有することが好ましい。例えば、接着性層を
形成する樹脂を厚み１ｍｍの試験片として測定した全光線透過率が、通常７０％以上、好
ましくは８０％以上、より好ましくは９０％以上であるものが望ましい。
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【０１２０】
　接着性層を形成する樹脂のガラス転移温度は、通常３０℃以上、好ましくは５０℃以上
、より好ましくは７０℃以上であり、通常２００℃以下、好ましくは１８０℃以下、より
好ましくは１６０℃以下である。また、例えばブロック共重合体を含む樹脂を用いた場合
には、その樹脂が複数のガラス転移温度を有する場合がありえる。その場合は、樹脂の最
も高いガラス転移温度が、前記の範囲に収まることが好ましい。接着性層を形成する樹脂
のガラス転移温度を前記の範囲に収めることにより、素子を封止する時の接着性と封止後
の性能維持のバランスを取ることができる。また、封止フィルムでデバイスの素子の封止
を行なった場合に、その素子に含まれる有機成分を熱劣化させることなく、封止後の封止
フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けられた層部分のレターデーションを所望の
範囲に納めることが容易になる。
【０１２１】
　〔４．２．接着性層の厚み〕
　接着性層の厚みは、好ましくは１０μｍ以上、より好ましくは１５μｍ以上、更に好ま
しくは２０μｍ以上、特に好ましくは４０μｍ以上であり、好ましくは５００μｍ以下、
より好ましくは２００μｍ以下、更に好ましくは１５０μｍ以下、特に好ましくは１００
μｍ以下である。接着性層の厚みを前記範囲の下限値以上にすることにより、押出成形法
による接着性層の製造が可能となる。また、この程度の厚みがあれば、十分な封止機能を
有し、さらに、仮に接着性層に小さい異物が混入しても、その異物により接着性層の厚み
が不均一となることを防止できる。また、上限値以下にすることにより、貼り合せ後の撓
みが抑えられて均一な封止フィルムが形成でき、また、封止フィルムの厚みを薄くできる
。
【０１２２】
　〔４．３．接着性層の製造方法〕
　接着性層は、通常、長尺のフィルムとして用意され、このフィルムを用いて封止フィル
ムの製造が行われる。接着性層は、例えば、前述した接着性層の材料をフィルム状に成形
することにより、製造できる。成形方法としては、例えば、溶融成形法、溶液流延法など
を用いうる。溶融成形法は、さらに詳細には、押出成形法、プレス成形法、インフレーシ
ョン成形法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる。これらの方法の
中でも、機械強度及び表面精度に優れたフィルムを得るために、押出成形法、インフレー
ション成形法及びプレス成形法が好ましく、中でも効率よく簡単にフィルムを製造できる
観点から、押出成形法が特に好ましい。
【０１２３】
［５．任意の層］
　封止フィルムは、前記の基材フィルム、封止層及び接着性層以外にも、必要に応じて任
意の層を備えうる。
　例えば、基材フィルムの封止層とは反対側の面に、ブロッキング防止層を設けてもよい
。ブロッキング防止層を設けることにより、封止フィルムのブロッキングを防止すること
ができる。また、封止フィルムの保存時及び運搬時に、封止フィルムの表面を保護するこ
ともできる。ブロッキング防止層は、例えば、シリコーン系剥離剤、長鎖アルキル系剥離
剤、フッ素系剥離剤、硫化モリブデン等の剥離剤をコートする方法；不活性粒子等の滑剤
を含む樹脂層を形成する方法；などにより、形成しうる。
　また、封止フィルムは、帯電防止層、ハードコート層、導電性付与層、汚染防止層、凹
凸構造層などを備えていてもよい。
【０１２４】
［６．封止フィルムの物性等］
　封止フィルムは、測定温度２３℃において、通常１０００ＭＰａ以上、好ましくは１２
００ＭＰａ以上、より好ましくは１４００ＭＰａ以上の引張り弾性率を有する。封止フィ
ルムがこのように高い引張り弾性率を有することにより、封止フィルムにコシが生じ、そ
の封止フィルムのハンドリング性を向上させることができる。ハンドリング性が良好であ
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ると、封止の際の封止フィルムのシワを防止できるので、隙間の無い封止を容易に行なう
ことが可能となる。また、封止フィルムの引張り弾性率の上限は、通常４０００ＭＰａ以
下、好ましくは３５００ＭＰａ以下、より好ましくは３０００ＭＰａ以下である。封止フ
ィルムの引張り弾性率を前記の上限値以下にすることにより、封止前の素子の表面にある
段差への追随性が向上し、封止後の気泡の混入の防止ができる。
【０１２５】
　封止フィルムの引張り弾性率を前記の範囲に調整する方法に制限は無いが、例えば、基
材フィルム及び接着性層の材料及び厚みを適切に調整する方法が挙げられる。接着性層の
材料は引張り弾性率が低い傾向にある。そのため、接着性層の厚みを増やすことにより、
封止フィルムの引張り弾性率を下げることができる。また、接着性を確保できる範囲で接
着性層の厚みを減らすことにより、封止フィルムの引張り弾性率を上げることができる。
さらに、基材フィルムに引張り弾性率の高い樹脂を使用することで、封止フィルムの引張
り弾性率を上げることもできる。特に接着性層に可塑剤を混合することで、封止フィルム
の引張弾性率を容易に調整できる。
【０１２６】
　封止後における封止フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けられた層部分のレタ
ーデーションは、通常、所望の範囲に収まる。即ち、封止フィルムを用いて素子の封止を
行なった状態において、その封止に用いられた封止フィルムの基材フィルムよりも封止層
側に設けられた層部分のレターデーションが、通常、所望の範囲に収まる。前記の層部分
は、基材フィルムを含まない層部分であり、通常は、封止層及び接着性層、並びに必要に
応じて設けられる任意の層からなる層部分となる。この層部分の具体的なレターデーショ
ンは、通常２０ｎｍ以下、好ましくは１５ｎｍ以下、より好ましくは１０ｎｍ以下である
。封止後における前記層部分のレターデーションを前記の範囲に収めることにより、円偏
光板を備えた反射防止フィルムと封止フィルムとを組み合わせた場合に、反射防止フィル
ムの反射防止性能の低下を防止することができる。また、封止フィルムを有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置（以下、適宜「有機ＥＬ表示装置」ということがある。）等の表
示装置の封止に用いた場合に、その表示装置の表示品質の低下を防止することができる。
【０１２７】
　封止後における封止フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けられた層部分のレタ
ーデーションは、次の方法によって測定しうる。
　測定対象となる封止フィルムの基材フィルム及び当該基材フィルムの封止層とは反対側
に設けられた任意の層の代わりに２ｎｍ以下のレターデーションを有するフィルムを用い
ること以外は、測定対象となる封止フィルムと同様にして、サンプルフィルムを製造する
。このサンプルフィルムを、所定の封止条件においてガラス板に貼り付けて、測定試料を
用意する。この測定試料のレターデーションを測定する。この測定試料において測定され
たレターデーションの値を、封止後における封止フィルムの基材フィルムよりも封止層側
に設けられた層部分のレターデーションとする。この際、封止フィルムの基材フィルム及
び当該基材フィルムの封止層とは反対側に設けられた任意の層のレターデーションが例え
ば２ｎｍ以下と小さい場合は、必ずしもサンプルフィルムを作製する必要は無く、その封
止フィルムをガラス板に貼り付けてレターデーションの測定を行う。
【０１２８】
　前記のレターデーションの測定のためにサンプルフィルムをガラス板に貼り合せる際の
封止条件は、温度Ｔｇ＋５℃～Ｔｇ＋５０℃、ラミネート圧０．０５ＭＰａ～１．０ＭＰ
ａである。ここでＴｇとは、接着性層を形成する樹脂のガラス転移温度を表す。また、接
着性層を形成する樹脂が複数のガラス転移温度を有する場合、前記のＴｇは、そのうちで
最も高温のガラス転移温度を表す。本発明の封止フィルムは、前記の封止条件として規定
した範囲の少なくとも１点で、前記封止後における封止フィルムの基材フィルムよりも封
止層側に設けられた層部分のレターデーションを測定した場合に、その測定されるレター
デーションが上述した所望の範囲に収まる。
【０１２９】
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　封止後における封止フィルムの前記層部分のレターデーションを前記の範囲に調整する
方法に制限は無いが、例えば、接着性層を形成する樹脂に含まれる重合体の種類、モノマ
ーの組成比、及び前記樹脂のガラス転移温度を調整する方法が挙げられる。具体例として
は、接着性層を形成する樹脂に含まれる重合体の種類またはモノマーの組成比を調整して
、前記重合体の光弾性係数を小さくする方法が挙げられる。このように光弾性係数が小さ
い重合体を含む樹脂で接着性層を形成すれば、当該接着性層に応力がかかった時に、レタ
ーデーションを発現し難くできる。例えば、接着性層を形成するために芳香族ビニル化合
物－共役ジエンブロック共重合体の水素化物を用いる場合は、高い光弾性係数を有する芳
香環を少なくするため、芳香環部分まで水素化されたブロック共重合体を用いるのが好ま
しい。また、例えば、接着性層を形成する樹脂のガラス転移温度を可塑剤によって低下さ
せ、接着時に発生する熱応力を減少させる方法により、封止後における封止フィルムの前
記層部分のレターデーションを前記の範囲に調整してもよい。
【０１３０】
　本発明の封止フィルムは、バリア性に優れる。具体的には、封止フィルム全体としての
水蒸気透過率は、好ましくは１×１０－２ｇ／ｍ２・ｄａｙ以下、より好ましくは５×１
０－３ｇ／ｍ２以下である。このような水蒸気透過率は、封止層及びその他の層の材質及
び厚みを適切に選択することにより、達成しうる。また、下限は理想的にはゼロであるが
、現実的には１×１０－６ｇ／ｍ２・ｄａｙ以上である。
【０１３１】
　本発明の封止フィルムは、高温環境に置かれた場合でも、そのバリア性が損なわれ難い
ことが好ましい。具体的には、８５℃の環境に封止フィルムを１００時間放置した場合で
あっても、その水蒸気透過率を前記のように低い範囲に収められることが好ましい。さら
に、封止フィルムは、低圧環境に置いた場合でもアウトガスの発生量が少ないことが好ま
しい。このような封止フィルムは、高いバリア性を有し、高温又は低圧の環境においても
そのバリア性を良好に維持することができるので、優れた耐候性を発揮できる。特に、ア
ウトガスとして水蒸気の発生量が少ないことは、有機成分を含む素子の劣化を防止する上
で、効果的である。このような封止フィルムは、例えば、１分子あたり２個以上の重合体
ブロック［Ａ］及び１分子あたり１個以上の重合体ブロック［Ｂ］とを有する特定のブロ
ック共重合体の水素化物を含む接着性層を用いることにより、実現できる。
【０１３２】
　封止フィルムの透明性は、特に限定されない。ただし、封止フィルムを、光を透過する
ことが求められる部分に用いうる有用なものとするという観点では、封止フィルムの透明
性は高いことが好ましい。この場合、封止フィルムの全光線透過率は、好ましくは７０％
以上、より好ましくは８０％以上、特に好ましくは９０％以上である。
【０１３３】
　封止フィルムのヘイズは、特に限定されない。ただし、封止フィルムを、光を拡散させ
ることを特段意図しない光学的用途に用いる場合、ヘイズは一般的には低い方が好ましい
。この場合、封止フィルムのヘイズは、好ましくは３．０％以下、より好ましくは１．０
％以下である。
【０１３４】
［７．封止フィルムの製造方法］
　封止フィルムは、例えば、基材フィルムの少なくとも一面に封止層を形成して複層フィ
ルムを得る工程、及び、この複層フィルムと接着性層とを重ねて加熱圧着させる工程とを
含む製造方法により、製造しうる。
【０１３５】
　基材フィルムの面に封止層を形成する方法は、封止層の説明の項において説明したとお
りである。基材フィルムの面に封止層を形成することにより、基材フィルム及び封止層を
備える複層フィルムが得られる。この複層フィルムは、通常、長尺のフィルムとして得ら
れる。
【０１３６】
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　得られた複層フィルムは、例えば温度制御可能な加圧ロール等の加圧装置を用いて、接
着性層と加熱圧着される。この際、複層フィルムは、封止層側の面で接着性層と貼り合せ
る。接着性層を形成する材料としてエラストマー樹脂を用いた場合には、加熱圧着の際に
接着性層が柔軟になって高い接着性を発現し、この発現した接着性によって接着性層は複
層フィルムに接着する。これにより、基材フィルム、封止層及び接着性層を備えた封止フ
ィルムが得られる。
【０１３７】
　加熱圧着を行う際の温度は、通常７０℃以上、好ましくは８０℃以上である。これによ
り、基材フィルム及び封止層を備える複層フィルムと接着性層とを安定して接着すること
ができる。また、温度の上限は、通常２５０℃以下であり、好ましくは基材フィルムが有
する樹脂のガラス転移温度以下である。これにより、加熱圧着の際の基材フィルムの熱収
縮及び劣化を抑制できる。
【０１３８】
　加熱圧着を行う際の圧力は、通常０．０５ＭＰａ以上である。これにより、基材フィル
ム及び封止層を備える複層フィルムと接着性層とを安定して接着することができる。圧力
の上限は、通常１．５ＭＰａ以下、好ましくは１．０ＭＰａ以下である。これにより、過
剰な圧力により封止層にクラックが生じることを防止できる。
【０１３９】
［８．封止フィルムの用途］
　封止フィルムは、通常、有機ＥＬ素子及び有機半導体素子等の素子を備える有機エレク
トロニクスデバイスにおいて、前記の素子を封止するために用いられる。通常は、前記の
素子の表面に封止フィルムを接着性層側の面を向けて沿わせ、封止フィルムを素子に所定
の封止温度で圧着させることにより、封止を行なう。本発明の封止フィルムはハンドリン
グ性が良好であるので、封止の際のシワを防止でき、素子を隙間無く封止しやすい。その
ため、素子を構成する要素を水分及び酸素から安定して保護できるので、素子の性能を長
期間にわたって維持することができる。
【０１４０】
　封止温度は、通常Ｔｇ＋５℃以上、好ましくはＴｇ＋１０℃以上、より好ましくはＴｇ
＋２０℃以上の温度において行なう。ここでＴｇとは、接着性層を形成する樹脂のガラス
転移温度を表す。また、接着性層を形成する樹脂が複数のガラス転移温度を有する場合、
前記のＴｇは、そのうちで最も高温のガラス転移温度を表す。これにより、封止後の封止
フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けられた層部分のレターデーションを前述し
た所望の範囲に調整できる。また、このようにガラス転移温度よりも高い温度では、接着
性層は十分に柔軟であるので、素子表面が平坦でない場合でも接着性層が素子表面に隙間
無く密着でき、高いバリア性を得られる。特に、封止フィルムを用いて表示装置の表示面
を封止する場合には、表示面の微小な凹部及び凸部を減少させることができるので、表示
の見え方が改善することができる。また、封止温度の上限は、通常Ｔｇ＋１５０℃以下、
好ましくはＴｇ＋１２０℃以下、より好ましくはＴｇ＋１００℃以下である。これにより
、封止の際の熱によって基材フィルムの配向が緩和したり素子が熱劣化したりすることを
防止できる。
【０１４１】
　封止フィルムを適用するデバイスの中でも、好適な例としては、有機ＥＬ表示装置、液
晶表示装置などの表示装置が挙げられる。これらの表示装置は、画面が屈曲可能なフレキ
シブル表示装置であってもよい。また、表示装置以外にも、例えば有機半導体素子を備え
る有機半導体デバイスに用いて好適である。これらのデバイスは、デバイスの機能を発現
する素子として、有機ＥＬ素子及び有機半導体素子等の素子を有し、更に、これらの素子
を封止する封止フィルムを備える。以下、このように封止フィルムを備えたデバイスにつ
いて、実施形態を示して説明する。
【０１４２】
　〔８．１．第一実施形態〕
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　図２は、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００を模式的に示す縦断面図
である。また、図３は、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００に含まれる
組立体２１０を模式的に示す斜視図である。
【０１４３】
　図２に示すように、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ装置２００は、発光素子等の
構成要素を含む組立体２１０と、この組立体２１０に含まれる発光素子を封止する封止フ
ィルム２２０を備える。
【０１４４】
　図３に示すように、組立体２１０は、基板２１１、基板２１１の上面２１１Ｕに細長い
帯状に多数形成された第一の電極層２１２、第一の電極層２１２の周辺に形成されたエッ
ジカバー層２１３、第一の電極層２１２上に設けられた発光層２１４、及び発光層２１４
上に設けられた第二の電極層２１５を有する。
　第一の電極層２１２、発光層２１４、及び第二の電極層２１５は、有機ＥＬ素子として
の発光素子を構成し、第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５に通電することにより
発光層２１４を発光させることができる。
【０１４５】
　組立体２１０を構成する要素の材料、厚み、及び製造方法については、特に限定されな
い。
　例えば、基板２１１の材料の例としては、ポリカーボネート、ポリエチレンテレフタレ
ート、ポリエチレンナフタレート、脂環式オレフィンポリマーなどの柔軟性のある透明プ
ラスチックからなるフレキシブル基板、並びに、石英ガラス、ソーダガラス、無機アルカ
リガラスなどのガラス基板を挙げることができる。
【０１４６】
　第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５を構成する材料は、有機ＥＬ素子の電極と
して用いうる材料を適切に選択して用いうる。また、第一の電極層２１２及び第二の電極
層２１５は、どちらか一方を陽極とし、他方を陰極としうる。第一の電極層２１２及び第
二の電極層２１５の一方を透明電極、他方を反射電極とすることにより、透明電極を通し
た出光を達成することができる。または、第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５の
両方を透明電極としてもよい。透明電極の材料の例としては、金属薄膜、ＩＴＯ、ＩＺＯ
、及びＳｎＯ２などを挙げることができる。反射電極層の材料の例としては、アルミニウ
ム及びＭｇＡｇなどを挙げることができる。
【０１４７】
　第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５の間に設けられる発光層２１４としては、
特に限定されず既知のものを適宜選択することができる。発光層２１４は、光源としての
用途に適合すべく、一種の層単独又は複数種類の層の組み合わせにより、所望のピーク波
長を含む光を発光するものとしうる。
　また、第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５の間には、発光層２１４に加えて、
例えば、ホール注入層、ホール輸送層、電子輸送層、電子注入層及びガスバリア層等の任
意の層をさらに設けてもよく、これらも発光素子の構成要素となりうる。
【０１４８】
　発光素子の具体的な層構成の例としては、陽極／正孔輸送層／発光層／陰極の構成、陽
極／正孔輸送層／発光層／電子注入層／陰極の構成、陽極／正孔注入層／発光層／陰極の
構成、陽極／正孔注入層／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極の構成、
陽極／正孔輸送層／発光層／電子注入層／等電位面形成層／正孔輸送層／発光層／電子注
入層／陰極の構成、及び陽極／正孔輸送層／発光層／電子注入層／電荷発生層／正孔輸送
層／発光層／電子注入層／陰極の構成が挙げられる。発光素子は、一層以上の発光層２１
４を陽極と陰極との間に有するものとしうる。この発光層２１４は、複数の発光色が異な
る層の積層体、あるいはある色素の層に異なる色素がドーピングされた混合層を有してい
てもよい。発光層２１４を構成する材料の例としては、ポリパラフェニレンビニレン系、
ポリフルオレン系、およびポリビニルカルバゾール系の材料を挙げることができる。また
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正孔注入層及び正孔輸送層の材料の例としては、フタロシアニン系、アリールアミン系、
およびポリチオフェン系の材料を挙げることができる。電子注入層及び電子輸送層の材料
の例としては、アルミ錯体およびフッ化リチウムを挙げることができる。等電位面形成層
及び電荷発生層の材料の例としては、ＩＴＯ、ＩＺＯ、及びＳｎＯ２などの透明電極、並
びにＡｇ及びＡｌなどの金属薄膜を挙げることができる。
【０１４９】
　第一の電極層２１２、発光層２１４、第二の電極層２１５及びそれ以外の発光素子を構
成する任意の層は、基板２１１上にこれらを順次積層することにより、設けることができ
る。これら各層の厚さは、１０ｎｍ～１０００ｎｍとしうる。
　組立体２１０はさらに、第一の電極層２１２及び第二の電極層２１５へ通電するための
配線等の任意の構成要素を有しうる。
【０１５０】
　図２に示すように、封止フィルム２２０は、組立体２１０に遠い方から基材フィルム２
２１、封止層２２２及び接着性層２２３をこの順に備え、接着性層２２３の接着力によっ
て組立体２１０の上面２１０Ｕに接着されている。本実施形態では、１分子あたり２個以
上の重合体ブロック［Ａ］及び１分子あたり１個以上の重合体ブロック［Ｂ］とを有する
特定のブロック共重合体の水素化物を含む接着性層２２３を用いた例を示して説明する。
さらに、基材フィルム２２１のレターデーションが略ゼロであり、また、封止フィルム２
２０の封止層２２２及び接着性層２２３からなる層部分２２４のレターデーションが２０
ｎｍ以下である。
【０１５１】
　このような構造を有することにより、本発明の第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２
００では、発光層２１４を含む発光素子が封止フィルム２２０によって封止される。さら
に、この封止フィルム２２０においては水蒸気、溶媒及び残留モノマー等のアウトガスが
少ない。これにより、良好な封止が達成され、有機ＥＬ表示装置２００の寿命などの性能
を高めることができる。
　また、封止フィルム２２０の接着性層２２３の変形能により、組立体２１０の表面２１
０Ｕの凹凸がカバーされ、その結果、有機ＥＬ表示装置２００の強度を高めることができ
る。
　さらに、基材フィルム２２１の基材フィルム２２１、封止層２２２及び接着性層２２３
のレターデーションが小さいので、発光層２１４からの光の偏光状態が封止フィルム２２
０を透過するときに意図しない変化を生じ難い。これにより、色及び輝度等の表示性能を
適切にコントロールできるため、高い表示品質を実現できる。
【０１５２】
　このような有機ＥＬ表示装置２００は、例えば、組立体２１０上に封止フィルム２２０
を圧着することにより、製造できる。封止フィルム２２０は高い引張り弾性率を有し、ハ
ンドリング性が良好であるので、圧着の際にシワを生じにくく、組立体２１０の表面２１
０Ｕの全体に密着するように設けられる。そのため、有機ＥＬ表示装置２００が有する全
ての発光素子の劣化を安定して防止でき、ダークスポットの発生を抑制できる。ここでダ
ークスポットとは、有機ＥＬ表示装置２００において発光素子の有機材料が劣化すること
により、一部の発光素子が発光できなくなることによって生じる、暗く見える領域のこと
をいう。
【０１５３】
　〔８．２．第二実施形態〕
　図４は、本発明の第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置３００を模式的に示す縦断面図
である。第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置３００の構成要素のうち、第一実施形態に
係る有機ＥＬ表示装置２００と同様の要素は、第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２０
０と同様の符号で示す。
【０１５４】
　図４に示すように、本発明の第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置３００は、封止フィ
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ルム２２０の組立体２１０とは反対側の面２２０Ｕに円偏光板からなる反射防止フィルム
３１０を備える。反射防止フィルム３１０は、封止フィルム２２０に遠い方から直線偏光
板３１１及び１／４波長板３１２をこの順に備える。本発明の第二実施形態に係る有機Ｅ
Ｌ表示装置３００は、前記の事項以外は、第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００と
同様の構成を有する。
【０１５５】
　このような構成を有する有機ＥＬ表示装置３００に非偏光である自然光Ｌが入射すると
、直線偏光板３１１の透過軸と平行な振動方向を有する直線偏光成分の光Ｌ１は直線偏光
板３１１を透過し、それ以外の光は直線偏光板３１１で吸収される。また、直線偏光板３
１１を透過した光Ｌ１は、１／４波長板３１２を透過することにより直線偏光から円偏光
に変換され、封止フィルム２２０を透過してから組立体２１０の表面２１０Ｕで反射し、
更に封止フィルム２２０を透過した後で再び１／４波長板３１２を透過することにより直
線偏光に変換されて、直線偏光板３１１に入射する。この際、封止フィルム２２０の基材
フィルム２２１のレターデーションが略ゼロであり、また、封止フィルム２２０の封止層
２２２及び接着性層２２３からなる層部分２２４のレターデーションが２０ｎｍ以下であ
るので、直線偏光板３１１を透過した光Ｌ１の偏光状態は封止フィルム２２０を透過する
ときには大きく変化しない。そのため、この光Ｌ１は、直線偏光板３１１の透過軸と平行
な振動方向を有する直線偏光を殆ど含まない状態で直線偏光板３１１に入射するので、そ
の大部分が直線偏光板３１１で吸収される。したがって、反射防止フィルム３１０による
外光Ｌの反射の防止が可能である。このように、本実施形態に係る封止フィルム２２０は
、反射防止フィルム３１０による反射防止機能を阻害せずに、封止を行なうことができる
。
　また、本実施形態に係る有機ＥＬ表示装置３００によれば、第一実施形態に係る有機Ｅ
Ｌ表示装置２００と同様の利点を得ることができる。
【０１５６】
　〔８．３．第三実施形態〕
　図５は、本発明の第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置４００を模式的に示す縦断面図
である。第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置４００の構成要素のうち、第一実施形態及
び第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００及び３００と同様の要素は、第一実施形態
及び第二実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００及び３００と同様の符号で示す。
【０１５７】
　図５に示すように、本発明の第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置４００は、封止フィ
ルム２２０の代わりに、封止フィルム４２０を備える。封止フィルム４２０は、基材フィ
ルム２２１の代わりに、１／４波長板として機能しうる基材フィルム４２１を備えること
以外は、第一実施形態に係る封止フィルム２２０と同様の構成を有する。また、有機ＥＬ
表示装置４００は、封止フィルム４２０の組立体２１０とは反対側の面４２０Ｕに直線偏
光板３１１を備え、この直線偏光板３１１と基材フィルム４２１との組み合わせによって
円偏光板からなる反射防止フィルムが構成されている。本発明の第三実施形態に係る有機
ＥＬ表示装置４００は、前記の事項以外は、第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００
と同様の構成を有する。
【０１５８】
　このような構成を有する有機ＥＬ表示装置４００は、第二実施形態に係る有機ＥＬ表示
装置３００と同様に、直線偏光板３１１と基材フィルム４２１との組み合わせによって構
成される反射防止フィルムによって外光Ｌの反射を防止できる。また、封止フィルム４２
０の基材フィルム４２１が反射防止フィルムの１／４波長板として機能するので、１／４
波長板を別に用意する必要が無い。そのため、有機ＥＬ表示装置４００の厚みを薄くする
ことができる。
　また、本実施形態に係る有機ＥＬ表示装置４００によれば、第一及び第二実施形態に係
る有機ＥＬ表示装置２００及び３００と同様の利点を得ることができる。
【０１５９】
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　〔８．４．第四実施形態〕
　図６は、本発明の第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置５００を模式的に示す縦断面図
である。第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置５００の構成要素のうち、第一実施形態～
第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００及び４００と同様の要素は、第一実
施形態～第三実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００及び４００と同様の符号で
示す。
【０１６０】
　図６に示すように、本発明の第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置５００は、組立体２
１０と封止フィルム２２０との間に仮封止層５１０が設けられていること以外は、第一実
施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００と同様の構成を有する。
　仮封止層５１０は組立体２１０の上面２１０Ｕに設けられた層であり、その材料として
は、例えば、ＳｉＮ、ＳｉＯなどのケイ素を含む材料を挙げることができる。仮封止層５
１０の厚みは、０．２μｍ～１μｍ程度としうる。
【０１６１】
　仮封止層５１０は、例えば、発光層２１４及び第二の電極層２１５と同様の減圧環境下
の条件において、蒸着などの成膜方法により形成することができる。したがって、発光層
２１４、第二の電極層２１５及び仮封止層５１０を減圧環境下において連続的に設けるこ
とにより、発光層２１４の劣化を効果的に抑制することができる。さらに、これらを減圧
環境下から取り出した後に封止フィルム２２０で封止することにより、有機ＥＬ表示装置
５００の使用環境下に耐えうる強固な封止を形成することができる。これにより、製造時
における発光素子の劣化が少なく、且つその状態が使用環境下においても長期間維持され
る有機ＥＬ表示装置５００を得ることができる。
　また、本実施形態に係る有機ＥＬ表示装置５００によれば、第一実施形態に係る有機Ｅ
Ｌ表示装置２００と同様の利点を得ることができる。
【０１６２】
　〔８．５．第五実施形態〕
　図７は、本発明の第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置６００を模式的に示す縦断面図
である。第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置６００の構成要素のうち、第一実施形態～
第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００、４００及び５００と同様の要素は
、第一実施形態～第四実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００、４００及び５０
０と同様の符号で示す。
【０１６３】
　図７に示すように、本発明の第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置６００は、組立体２
１０と封止フィルム２２０との間に仮封止層５１０及び吸着剤層６１０が設けられている
こと以外は、第一実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００と同様の構成を有する。
　吸着剤層６１０は仮封止層５１０の上面５１０Ｕに設けられた層であり、その材料とし
ては、例えば、有機アルミニウム錯体を挙げることができる。吸着剤層６１０の厚みは、
０．１μｍ～１μｍ程度としうる。
【０１６４】
　吸着剤層６１０を備えることにより、封止をさらに強固なものとすることができる。例
えば、封止フィルム２２０から僅かに放出されうるアウトガスを吸着し、発光層２１４等
の層の劣化をさらに防止することができる。
　また、本実施形態に係る有機ＥＬ表示装置６００によれば、第一実施形態及び第四実施
形態に係る有機ＥＬ表示装置２００及び５００と同様の利点を得ることができる。
【０１６５】
　〔８．６．第六実施形態〕
　図８は、本発明の第六実施形態に係る有機半導体デバイス７００を模式的に示す縦断面
図である。第六実施形態に係る有機半導体デバイス７００の構成要素のうち、第一実施形
態～第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００、４００、５００及び６００と
同様の要素は、第一実施形態～第五実施形態に係る有機ＥＬ表示装置２００、３００、４
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００、５００及び６００と同様の符号で示す。
【０１６６】
　図８に示すように、本発明の第六実施形態に係る有機半導体デバイス７００は、組立体
７１０、及び当該組立体７１０の上面７１０Ｕに設けられた封止フィルム２２０を備える
。組立体７１０は、基板７１１、基板７１１の上面に設けられたゲート電極７１２、基板
７１１及びゲート電極７１２の上面に設けられたゲート電極絶縁層７１３、並びにゲート
電極絶縁層７１３の上面に設けられた半導体層７１６、ソース電極７１４、およびドレイ
ン電極７１５を備える。これらの有機半導体デバイス７００を構成する要素の材料、厚み
、及び製造方法については、特に限定されず既知のものを採用することができる。
【０１６７】
　基板７１１としては、例えば、ポリカーボネート、ポリイミド、ポリエチレンテレフタ
レート、ポリエチレンナフタレート、脂環式オレフィンポリマーなどの柔軟性のあるプラ
スチックからなるフレキシブル基板、石英ガラス、ソーダガラス、無機アルカリガラスな
どのガラス基板、シリコンウェハなどのシリコン基板などを挙げることができる。
【０１６８】
　ゲート電極７１２は、例えば導電性材料で形成しうる。導電性材料としては、例えば、
白金、金、銀、ニッケル、クロム、銅、鉄、錫、アンチモン鉛、タンタル、インジウム、
パラジウム、テルル、レニウム、イリジウム、アルミニウム、ルテニウム、ゲルマニウム
、モリブデン、タングステン、酸化スズ・アンチモン、酸化インジウム・スズ（ＩＴＯ）
、フッ素ドープ酸化亜鉛、亜鉛、炭素、グラファイト、グラッシーカーボン、銀ペースト
およびカーボンペースト、リチウム、ベリリウム、マグネシウム、カリウム、カルシウム
、スカンジウム、チタン、マンガン、ジルコニウム、ガリウム、ニオブ、ナトリウム、ナ
トリウム－カリウム合金、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシ
ウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アル
ミニウム混合物、リチウム／アルミニウム混合物等が挙げられる。また、ドーピング等で
導電率を向上させた導電性ポリマーを用いてもよい。このような導電性ポリマーとしては
、例えば、導電性ポリアニリン、導電性ポリピロール、導電性ポリチオフェン等が挙げら
れる。また、導電性ポリチオフェンとしては、例えば、ポリエチレンジオキシチオフェン
とポリスチレンスルホン酸との錯体などが挙げられる。これらのなかでも、クロム及びモ
リブデンが好ましく、クロムがより好ましい。また、これらは、１種類を単独で用いても
よく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
　ゲート電極７１２は、例えば、上述した導電性材料を、スパッタリング法などにより基
板７１１上に形成し、次いで、エッチング処理を行なうことにより、基板７１１上に所定
パターンで形成できる。
【０１６９】
　ゲート絶縁膜７１３の材料は、密封性、耐湿性、絶縁性、及び耐薬品性を持ったものが
好ましい。ゲート絶縁膜７１３の材料の具体例としては、ポリイミド、ポリエステル、ポ
リエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリエチレン、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリエーテルスルフォンなどの熱可塑性樹脂が例示できる。また、これらは、１種類
を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。さらに、
例えば、封止フィルム２２０の接着性層２２３と同じ樹脂を使用することもできる。
【０１７０】
　半導体層７１６は、例えば有機半導体で形成しうる。有機半導体としては、例えば、ｐ
チャネル型として、ペンタセン、ナフタセン、チフェンオリゴマー、ペリレン、α－セキ
シフェニル及びその誘導体、ナフタレン、アントラセン、ルブレン及びその誘導体、コロ
ネン及びその誘導体、金属含有／非含有フタロシアニン及びその誘導体などの低分子半導
体、あるいはチオフェンやフルオレンをベースとしたポリアルキルチオフェン、ポリアル
キルフルオレンやその誘導体などの高分子半導体などが挙げられる。また、これらは、１
種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。
　半導体層７１６は、例えば、上述した有機半導体を、塗布法又はＣＶＤ法などにより、
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ゲート絶縁膜７１３上に形成し、次いで、所定のパターン形状となるようにパターンニン
グすることにより、形成できる。
【０１７１】
　ソース電極７１４及びドレイン電極７１５は、導電性材料で形成しうる。導電性材料と
しては、例えば、上述のゲート電極７１２と同様のものを用いることができる。ソース電
極７１４及びドレイン電極７１５は、例えば、上述した導電性材料を、スパッタリング法
等の方法により半導体層７１６上に形成し、次いで、エッチング処理を行なうことにより
、半導体層７１６上に所定パターンで形成できる。
【０１７２】
　図８において、有機半導体デバイス７００は、組立体７１０の上面７１０Ｕに設けられ
た封止フィルム２２０を備えるので、半導体層７１６、ソース電極７１４、及びドレイン
電極７１５が、ゲート電極絶縁層７１３及び封止フィルム２２０により封止される。さら
に、この封止フィルム２２０においては水蒸気、溶媒及び残留モノマー等のアウトガスが
少ない。これにより、良好な封止が達成され、有機半導体デバイス７００の寿命などの性
能を高めることができる。
　また、封止フィルム２２０の接着性層２２３の変形能により、組立体７１０の表面７１
０Ｕの凹凸がカバーされ、その結果、有機半導体デバイス７００の強度を高めることがで
きる。
【実施例】
【０１７３】
　以下、実施例を示して本発明について具体的に説明する。ただし、本発明は以下の実施
例に限定されるものではなく、本発明の請求の範囲及びその均等の範囲を逸脱しない範囲
において任意に変更して実施しうる。
　以下の説明において、量を表す「％」及び「部」は、別に断らない限り重量基準である
。また、以下に説明する操作は、別に断らない限り、常温及び常圧の条件において行った
。
【０１７４】
［測定方法］
　（１．引張り弾性率の測定方法）
　フィルムの引張り弾性率は、ＪＩＳＫ７１６２に準じて測定した。このとき、評点間距
離は２５ｍｍ、引張り速度は５０ｍｍ／ｍｉｎ、測定温度は２３℃とした。
【０１７５】
　（２．レターデーションの測定方法）
　フィルムの層部分のレターデーションは、自動複屈折計（王子計測器社製「ＫＯＢＲＡ
－２１」）を用い、波長５５０ｎｍで測定した。
【０１７６】
〔製造例１：有機ＥＬ素子を備える構造体〕
　図９は、本発明の実施例及び比較例において作製した構造体８００を模式的に示す縦断
面図である。実施例及び比較例において作製した有機ＥＬ素子を備える構造体８００の構
造は、概略的には、図９に示す通りとした。
【０１７７】
　光透過性を有するガラス製の基板２１１の上面２１１Ｕに、蒸着（１×１０－４Ｐａ減
圧下）により、アルミニウムの層を形成した。このアルミニウムの層を、フォトリソグラ
フィーにより成形し、厚さ０．０５μｍ、幅５００μｍ、長さ１０ｍｍの短冊状の形状と
し、第一の電極層（反射電極）２１２としての陽極を形成した。
【０１７８】
　次に、フォトレジスト（日本ゼオン製「ＺＷＤ６２１６」）の塗布及びフォトリソグラ
フィーを行い、陽極の周囲に、厚み１．０μｍのエッジカバー層２１３を形成した。
　次に、陽極の上にＮＰＢ（４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミ
ノ］ビフェニル）を蒸着して、厚さ４０ｎｍの正孔輸送層（図示せず）を形成した。
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　次に、正孔輸送層の上に青色発光材料であるＡＤＳ０８２（４，４－ビス（ジフェニル
ビニレン）－ビフェニル）を蒸着して、厚さ０．０５μｍの青色に発光可能な発光層２１
４を形成した。
　次に、Ａｌｑ３（トリス（８－ヒドロキシキノリナト）アルミニウム）を蒸着して、厚
さ０．０５μｍの電子輸送層（図示せず）を形成した。
　次に、電子輸送層の上にＬｉＦを蒸着して、厚さ０．５ｎｍのバッファー層（図示せず
）を形成した。
　次に、バッファー層の上にＩＴＯを蒸着して、第二の電極層２１５としての、厚さ０．
２５μｍの陰極（透明電極）を形成した。これにより、組立体２１０を得た。
　次に、形成した層及び基板全体を覆うように、組立体２１０の上面２１０ＵにＳｉＮを
蒸着し、厚さ０．２μｍの仮封止層５１０を形成した。
　正孔輸送層から仮封止層までの蒸着は、圧力１×１０－４Ｐａ～１×１０－６Ｐａの条
件を維持したまま続けて行った。
　そして、仮封止層５１０の表面に、吸着剤化合物（双葉電子工業製「ＯｌｅＤｒｙ－Ｆ
」）を塗布し、１００℃でベークして、厚さ０．５μｍの吸着剤層６１０を形成した。
　以上の操作により組立体２１０、仮封止層５１０及び吸着剤層６１０をこの順に備える
構造体８００を作製した。
【０１７９】
〔製造例２：封止用樹脂の製造〕
　芳香族ビニル化合物としてスチレンを用い、鎖状共役ジエン化合物としてイソプレンを
用いて、重合体ブロック［Ｂ］の両端に重合体ブロック［Ａ］が結合したトリブロック構
造を有するブロック共重合体を、以下の手順により製造した。
【０１８０】
　内部が充分に窒素置換された、攪拌装置を備えた反応器に、脱水シクロヘキサン２５６
部、脱水スチレン２５．０部、及びｎ－ジブチルエーテル０．６１５部を入れ、６０℃で
攪拌しながらｎ－ブチルリチウム（１５％シクロヘキサン溶液）１．３５部を加えて重合
を開始させ、さらに、攪拌しながら６０℃で６０分反応させた。この時点での重合転化率
は９９．５％であった（重合転化率は、ガスクロマトグラフィーにより測定した。以下に
て同じ。）。
【０１８１】
　次に、脱水イソプレン５０．０部を加え、同温度で３０分攪拌を続けた。この時点での
重合転化率は９９％であった。
　その後、更に、脱水スチレンを２５．０部加え、同温度で６０分攪拌した。この時点で
の重合転化率はほぼ１００％であった。
　次いで、反応液にイソプロピルアルコール０．５部を加えて反応を停止させて、ブロッ
ク共重合体を含む溶液（ｉ）を得た。
　得られた溶液（ｉ）中のブロック共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は４４，９００、
分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０３であった。
【０１８２】
　次に、溶液（ｉ）を攪拌装置を備えた耐圧反応器に移送し、水素化触媒としてシリカ－
アルミナ担持型ニッケル触媒（Ｅ２２Ｕ、ニッケル担持量６０％；日揮化学工業社製）４
．０部及び脱水シクロヘキサン３５０部を添加して混合した。反応器内部を水素ガスで置
換し、さらに溶液を攪拌しながら水素を供給し、温度１７０℃、圧力４．５ＭＰａにて６
時間水素化反応を行なうことによりブロック共重合体を水素化して、ブロック共重合体の
水素化物（ii）を含む溶液（iii）を得た。溶液（iii）中の水素化物（ii）の重量平均分
子量（Ｍｗ）は４５，１００、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０４であった。
【０１８３】
　水素化反応の終了後、溶液（iii）をろ過して水素化触媒を除去した。その後、ろ過さ
れた溶液（iii）に、リン系酸化防止剤である６－〔３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシ－５－メチルフェニル）プロポキシ〕－２，４，８，１０－テトラキス－ｔ－ブチル
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ジベンゾ〔ｄ，ｆ〕〔１．３．２〕ジオキサフォスフェピン（住友化学社製「スミライザ
ー（登録商標）ＧＰ」。以下、「酸化防止剤Ａ」という。）０．１部を溶解したキシレン
溶液１．０部を添加して溶解させ、溶液（iv）を得た。
【０１８４】
　次いで、溶液（iv）を、ゼータプラス（登録商標）フィルター３０Ｈ（キュノー社製、
孔径０．５μｍ～１μｍ）にて濾過し、更に別の金属ファイバー製フィルター（孔径０．
４μｍ、ニチダイ社製）にて順次濾過して微小な固形分を除去した。ろ過された溶液（iv
）から、円筒型濃縮乾燥器（製品名「コントロ」、日立製作所社製）を用いて、温度２６
０℃、圧力０．００１ＭＰａ以下で、溶媒であるシクロヘキサン、キシレン及びその他の
揮発成分を除去した。そして、前記の濃縮乾燥器に直結したダイから、固形分を溶融状態
でストランド状に押出し、冷却し、ペレタイザーでカットして、ブロック共重合体の水素
化物及び酸化防止剤Ａを含有する、封止用樹脂のペレット（ｖ）８５部を得た。得られた
ペレット（ｖ）中のブロック共重合体の水素化物の重量平均分子量（Ｍｗ）は４５，００
０、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０８であった。また、水素化率は９９．９％であっ
た。
【０１８５】
〔製造例３：接着性層としてのフィルム（１）の製造〕
　製造例２で得られたペレット（ｖ）１００部に対して、ビニルトリメトキシシラン２．
０部及びジ－ｔ－ブチルパーオキサイド０．２部を添加し、混合物を得た。この混合物を
、二軸押出し機を用いて、バレル温度２１０℃、滞留時間８０秒～９０秒で混練した。混
練された混合物を押し出し、ペレタイザーによって成形して、ペレット（vi）を得た。こ
のペレット（vi）のガラス転移温度Ｔｇを動的粘弾性測定装置のｔａｎδピークで評価し
たところ、－５０℃と１２５℃であった。
　このペレット（vi）を、バレル温度２００℃で一軸押し出し成形することにより、接着
性層として用いるためのフィルムとして、厚み５０μｍのフィルム（１）を得た。
【０１８６】
［製造例４：接着性層としてのフィルム（２）の製造］
　厚みを変更したこと以外は製造例３と同様にして、接着性層として用いるためのフィル
ムとして、厚み３０μｍのフィルム（２）を得た。
【０１８７】
〔製造例５：接着性層としてのフィルム（３）の製造〕
　製造例３で得られたペレット（vi）１００重量部を、液状物を添加できるサイドフィー
ダーを備えた二軸押出機（製品名「ＴＥＭ３７ＢＳ」、東芝機械社製）に仕込み、樹脂温
度１９０℃で押し出した。押し出しの際、サイドフィーダーから可塑剤としてポリイソブ
テン（製品名「日石ポリブテンＬＶ－１００」、数平均分子量５００、ＪＸ日鉱日石エネ
ルギー社製）を、ペレット（vi）１００重量部に対して可塑剤１０重量部の割合となるよ
うに連続的に添加して、ストランド状に押出した。押し出された樹脂を空冷した後、ペレ
タイザーによりカッティングして、ペレット（vii）を得た。このペレット（vii）のガラ
ス転移温度Ｔｇを動的粘弾性測定装置のｔａｎδピークで評価したところ、－４０℃と９
９℃であった。
　このペレット（vii）を、バレル温度１８０℃で一軸押出し成形することにより、接着
性層として用いるためのフィルムとして、厚み５０μｍのフィルム（３）を得た。
【０１８８】
［製造例６：接着性層としてのフィルム（４）の製造］
　厚みを変更したこと以外は製造例３と同様にして、接着性層として用いるためのフィル
ムとして、厚み８０μｍのフィルム（４）を得た。
【０１８９】
［製造例７：接着性層としてのフィルム（５）の製造］
　製造例２で得られた封止用樹脂のペレット（ｖ）をペレット（vi）の代わりに用いたこ
と以外は製造例３と同様にして、接着性層として用いるためのフィルムとして厚み５０μ
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ｍのフィルム（５）を得た。
【０１９０】
［製造例８：接着性層としてのフィルム（６）の製造］
　製造例２で得られた封止用樹脂のペレット（ｖ）をペレット（vi）の代わりに用いたこ
と、及び、厚みを変更したこと以外は製造例３と同様にして、接着性層として用いるため
のフィルムとして厚み１８０μｍのフィルム（６）を得た。
【０１９１】
［実施例１］
　（１－１．封止フィルムの製造）
　ロール状の脂環式ポリオレフィン樹脂フィルム（ノルボルネン重合体を含むフィルム、
日本ゼオン社製「ゼオノアフィルム　ＺＦ１６」、厚み６０μｍ、レターデーション２ｎ
ｍ）を基材フィルムとして用意した。この基材フィルムの一方の表面に、スパッタ装置に
て、厚み２００ｎｍのＳｉＮ膜を封止層として形成し、複層フィルム（５）を得た。複層
フィルム（５）の一部を切り出し、その膜の水蒸気透過率を測定したところ、４×１０－

３ｇ／ｍ２・ｄａｙであることが確認された。
【０１９２】
　また、接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）を用意した。このフィルム
（１）は、スチレンイソプレンスチレン共重合体のフィルムである。前記のスチレンイソ
プレンスチレン共重合体は、芳香族ビニル化合物としてスチレンを用い、鎖状共役ジエン
化合物としてイソプレンを用いて製造した芳香族ビニル化合物－共役ジエンブロック共重
合体を水素化し、更にアルコキシシランで変性した重合体であり、重合体ブロック［Ｂ］
の両端に重合体ブロック［Ａ］が結合したトリブロック構造を有する。また、スチレンイ
ソプレンスチレン共重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は４５，０００であり、重合体ブロ
ックの重量分率の比「ｗＡ／ｗＢ」が５０／５０であり、重合体ブロック［Ａ］の重量平
均分子量の比「Ｍｗ（Ａ１）／Ｍｗ（Ａ２）」が１．０８であり、水素化率が９９．９％
であり、－５０℃及び１２５℃にガラス転移温度を有する。
【０１９３】
　前記の複層フィルム（５）の封止層側の面に、前記フィルム（１）を配置した。この複
層フィルム（５）及びフィルム（１）を、対向した一対の樹脂ロールで両側から挟みこむ
ことによって加圧しながら長尺方向に搬送した。この際、樹脂ロールの温度は１５０℃に
調節した。また、搬送時のラインスピードは０．３ｍ／ｍｉｎにした。さらに、樹脂ロー
ルによる加圧の強さは０．１ＭＰａにした。これにより、封止フィルム（５）とフィルム
（１）とが加圧圧着されて、基材フィルム－封止層－フィルム（１）の層構成を有する、
厚み１１０μｍの封止フィルム（６）が得られた。
【０１９４】
　（１－２．封止フィルムの評価）
　封止フィルム（６）の引張り弾性率を測定した。
　また、封止フィルム（６）を手にとってハンドリング性を評価したところ、十分なコシ
を有しており、ハンドリング性は良好であった。
　さらに、封止フィルム（６）を、後述の構造体への接着条件と同様にして、ガラスに接
着し、封止フィルム（６）のレターデーションを測定することで、封止後の封止フィルム
（６）の封止層及びフィルム（１）からなる層部分のレターデーションの値を得た。前記
の封止層及びフィルム（１）からなる層部分が、即ち、基材フィルムよりも封止層側に設
けられた層部分である。
【０１９５】
　（１－３．有機ＥＬデバイスの製造及び評価）
　製造例１で得られた図９に示す構造体８００の吸着剤層６１０の表面に、前記の封止フ
ィルム（６）をフィルム（１）側の面で、封止温度１５０℃で０．１ＭＰａの圧力を加え
て圧着して、熱封止を施した。これにより、図７に示すように、組立体２１０、仮封止層
５１０、吸着剤層６１０、フィルム（１）からなる接着性層２２３、封止層２２２及び基
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材フィルム２２１を備える青色発光可能な有機ＥＬデバイス６００を得た。
【０１９６】
　得られた有機ＥＬデバイスに通電し、問題なく点灯することを確認した。
　その後、有機ＥＬデバイスを非点灯状態で８５℃で３００時間かけて熱処理を施した。
その後、有機ＥＬデバイスを室温に戻し、再び通電して点灯させ、出光面のダークスポッ
トがあるかを観察した。
【０１９７】
　（１－４．反射防止フィルムと組み合わせた場合の評価）
　ヨウ素を吸着させたポリビニルアルコール製の直線偏光板と１／４λ板とを組み合わせ
た円偏光板を用意した。前記の有機ＥＬデバイスの封止フィルム（６）上に、反射防止フ
ィルムとして前記の円偏光板を、１／４波長板が封止剤に対向する向きで貼り付けた。そ
の後、蛍光灯照明下で円偏光板を貼り付けた面への外光の映り込みを観察し、映り込みが
あるかを調べた。
【０１９８】
［実施例２］
　接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例４で製造したフ
ィルム（２）を用いた。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０１９９】
［実施例３］
　接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例５で製造したフ
ィルム（３）を用いた。
　また、有機ＥＬデバイスを製造する際の封止温度を１５０℃から１２５℃に変更した。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２００】
［実施例４］
　接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例７で製造したフ
ィルム（５）を用いた。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２０１】
［実施例５］
　接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例８で製造したフ
ィルム（６）を用いた。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２０２】
［実施例６］
　ポリメチルメタアクリレート樹脂（三菱レイヨン社製「アクリペットＶＨ００１」）を
、乾燥した後に、バレル温度２３０℃で一軸押出し成形することにより、厚み１５０μｍ
の樹脂フィルムを得た。この樹脂フィルムを、脂環式ポリオレフィン樹脂フィルムの代わ
りに基材フィルムとして用いた。
　また、接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例４で製造
したフィルム（２）を用いた。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２０３】
［比較例１］
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　基材フィルムとして、脂環式ポリオレフィン樹脂フィルム（ノルボルネン重合体を含む
フィルム、日本ゼオン社製「ゼオノアフィルムＺＦ１６」、厚み２０μｍ、レターデーシ
ョン１ｎｍ）を用いた。
　また、接着性層として、製造例３で製造したフィルム（１）の代わりに製造例６で製造
したフィルム（４）を用いた。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２０４】
［参考例１］
　有機ＥＬデバイスを製造する際の封止温度を１５０℃から１３３℃に変更した。
　以上の事項以外は実施例１と同様にして、封止フィルム及び有機ＥＬデバイスの製造及
び評価を行なった。
【０２０５】
［結果］
　前記の実施例及び比較例の結果を、下記の表１及び表２に示す。表１及び表２において
、略称の意味は、以下の通りである。
　「ＺＮＲ」：脂環式オレフィン樹脂フィルム
　「ＨＳＩＳ（Ｎ）」：シラン変性水添スチレンイソプレンスチレン共重合体のフィルム
　「ＨＳＩＳ（ＬｏｗＴ）」：可塑剤を含むスチレンイソプレンスチレン共重合体のフィ
ルム
　「ＨＳＩＳ（ＮＳ）」：水添スチレンイソプレンスチレン共重合体のフィルム
　「ＰＭＭＡ」：ポリメチルメタクリレート樹脂のフィルム
　「Ｒｅ」：封止フィルムの基材フィルムよりも封止層側に設けられた層部分のレターデ
ーション
　「ダークスポット」：熱処理後の有機ＥＬデバイスの出光面のダークスポット
　「映り込み」：有機ＥＬデバイスの封止フィルム上に反射防止フィルムを設けた場合の
映り込み
【０２０６】

【表１】

【０２０７】
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【表２】

【０２０８】
［検討］
　比較例１のように、引張り弾性率の低い封止フィルムでは、封止フィルムにコシが無く
、シワが生じ易い。封止の際に微小なシワが生じると、そのシワに起因して構造体と封止
フィルムと間に隙間ができる。その隙間に水及び酸素が浸入すると、素子を劣化するので
、一部の素子の発光機能が低下してダークスポットが生じる。これに対し、実施例１～６
においては、引張り弾性率が高くコシがある封止フィルムが得られているため、シワが生
じにくい。よって、構造体を隙間無く封止できるので、ダークスポットの発生を防止でき
ている。
【０２０９】
　さらに、実施例１～６では、封止フィルムが十分に小さいレターデーションを有するの
で、円偏光板からなる反射防止フィルムと組み合わせて用いた場合でも、外光の反射を防
止でき、従ってその外光の反射に起因する映り込みを防止できることが確認された。
【０２１０】
　また、ここでは参考例１として、実施例１と同様の封止フィルムを用いて、意図的に不
適切な封止条件での封止を行なった例を示している。参考例１では、接着性層において大
きなレターデーションを発現させる封止条件を採用した。この参考例１では、大きなレタ
ーデーションを有する接着性層が、当該接着性層を透過する外光の偏光状態を変化させる
ので、反射防止フィルムによる反射防止機能を低下させている。このことから、表示装置
等の光学用途に用いる場合、封止フィルムにおいては封止後のレターデーションの範囲に
技術的な意義があることが理解できる。
【符号の説明】
【０２１１】
　１００　封止フィルム
　１１０　基材フィルム
　１２０　封止層
　１３０　接着性層
　２００　有機ＥＬ表示装置
　２１０　組立体
　２１０Ｕ　組立体の上面
　２１１　基板
　２１１Ｕ　基板の上面
　２１２　第一の電極層
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　２１３　エッジカバー層
　２１４　発光層
　２１５　第二の電極層
　２２０　封止フィルム
　２２１　基材フィルム
　２２２　封止層
　２２３　接着性層
　２２４　封止フィルムの封止層及び接着性層からなる層部分
　３００　有機ＥＬ表示装置
　３１０　反射防止フィルム
　３１１　直線偏光板
　３１２　１／４波長板
　４００　有機ＥＬ表示装置
　４２０　封止フィルム
　４２１　基材フィルム
　５００　有機ＥＬ表示装置
　５１０　仮封止層
　５１０Ｕ　仮封止層の上面
　６００　有機ＥＬ表示装置
　６１０　吸着剤層
　７００　有機半導体デバイス
　７１０　組立体
　７１０Ｕ　組立体の上面
　７１１　基板
　７１２　ゲート電極
　７１３　ゲート電極絶縁層
　７１４　ソース電極
　７１５　ドレイン電極
　７１６　半導体層
　８００　構造体
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